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この資料は，東濃鉱山の歩みを示すひとつの試みとして，日本原子力研究開発機構の研究開

発成果検索・閲覧システム（JOPSS : JAEA Originated Papers Searching System）において,
「東濃鉱山」でフリーワード検索をかけた際にヒットする研究開発報告書類等の概要を時系列

的に整理したものである。 
2022 年 2 月 1 日現在，JOPSS で「東濃鉱山」でフリーワード検索をかけると，研究開発報

告書類 214 件，学会誌等掲載論文 54 件，口頭発表 9 件がヒットする。ここでは，東濃鉱山の

歩みを示す観点から，個別の調査や作業ごとに作成されることの多い研究開発報告書類を中心

に整理した。ただし，これらにはウラン探鉱事業の時代のものは，ほとんど含まれない。一方

で，JOPSS で検索可能な国内ウラン探鉱事業の成果が取りまとめられている報告書の中に，東

濃鉱山やその周辺での探鉱活動を含めた時系列的な記述が見られる。また，旧動力炉・核燃料

開発事業団年史にも東濃鉱山に関する時系列的な記述や年表がある。このため，ウラン探鉱事

業の時代の東濃鉱山の歩みについては，これらの資料から関係部分を抜粋して示した。 
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As a trial to show the history of Tono Mine, this report summarizes the abstracts of 
literature, which is hit in the JAEA Originated Papers Searching System (JOPSS) referred 
with a word of “Tono Mine”, in time order. 
  214 JAEA Reports, 54 papers and 9 oral presentations have been hit with free-word 
search using a word of “Tono Mine” in the JOPSS on February 1st, 2022.  This report 
summarizes the abstracts of JAEA Reports mainly, as JAEA Reports are prepared in each 
activity in the mine.  However there are few JAEA Reports of uranium exploration, some 
reports can be found out in the JOPSS and describe the history of uranium exploration 
activities in and around the Tono Mine.  Histories of the Power Reactor and Nuclear Fuel 
Development Corporation also contain some descriptions and chronological tables relating 
to the Tono Mine.  The extracts of these reports and histories are shown in this report as 
the history of Tono Mine during the time of uranium exploration. 
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1. はじめに 
 

この資料は，東濃鉱山の歩みを示すひとつの試みとして，日本原子力研究開発機構（原子力

機構）の公開ホームページにある研究開発成果検索・閲覧システム（JOPSS : JAEA Originated 
Papers Searching System）で，「東濃鉱山」でフリーワード検索をかけた際にヒットする研究

開発報告書類等の文献の概要を時系列的に整理したものである。 
2022 年 2 月 1 日現在，JOPSS で「東濃鉱山」でフリーワード検索をかけると，研究開発報

告書類 214 件，学会誌等掲載論文 54 件，口頭発表 9 件がヒットする。このうち，論文と口頭

発表は東濃鉱山で行われた個別の調査や作業とは時期的には直接は関係していないため，東濃

鉱山の歩みを示す観点から，個別の調査や作業ごとに作成されることの多い研究開発報告書類

を中心に整理した。ただし，これらの文献は東濃鉱山が地下に関する研究開発の場となった

1986 年度以降のものであり，それ以前のウラン探鉱事業の時代のものは，ほとんどヒットしな

い。 
一方で，国内ウラン探鉱事業の成果は日本のウラン資源 1)，日本のウラン資源（Ⅱ）2)に取り

まとめられており，これらは JOPSS の「東濃鉱山」でのフリーワード検索ではヒットしない

が，表題の検索により見つけることができる。その中に東濃鉱山やその周辺の月吉鉱床につい

ての記述があり，探鉱活動を含めた時系列的な記述が見られる。また，旧動力炉・核燃料開発

事業団の動燃十年史 3)や動燃二十年史 4)にも東濃鉱山に関する時系列的な記述や年表があるの

で，東濃鉱山が研究の場となる以前のウラン探鉱事業の時代の歩みについては，これらの資料

から関係部分を抜粋して示した。なお，抜粋部分は「*」で区切って示した。 
1986 年度以降の研究開発に係わる文献については，各研究開発の経緯と毎年度の経緯が分

かるように，研究開発の項目毎と年度毎の 2 通りで示した。これらは経緯の示し方が異なるだ

けであり，記載内容は，ほぼ重複している。 
なお，年や年度は原則として西暦で示すこととしたが，元となる文献の記載が和暦の場合は

そのまま記載し，適宜，括弧書きで西暦を追記した。また，抜粋した文章は明らかな誤りは修

正したが原則として原文のままとした。 
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2. 東濃鉱山の概要 
 

東濃鉱山は，日本最大のウラン鉱床である月吉鉱床の坑道探鉱のために設けられた鉱山で，

1972 年に調査坑の開削が開始された。1988 年度まではウラン探鉱関連業務が行われ，1986 年

度からは地層処分研究開発の基盤となる地層科学研究の場として活用された。東濃鉱山での地

層科学研究は 2004 年度で終了して休止鉱山となり，2010 年度に閉山措置に着手し，2016 年

度までに坑道の充填と主な地上施設の撤去解体が終了している。 
この間，ウラン鉱石採取や試験研究のための水平坑道掘削や，各種の施設設備の設置が行わ

れている。1978 年からは，下盤坑道や通気立坑が掘削され，坑水処理のための設備が設置され

ている。また，1989 年には法律改正（Rn 放出濃度規制強化）に伴って入気と排気がそれまで

と逆になり，通気立坑からの排気に変更された。1990 年からは第 2 立坑が掘削され，これに伴

いコンクリートかん止提が建設された。この前後の時期には研究のため北延 NATM 坑道が掘

削されている。また，1998 年には鉱山管理棟が建設された。 
このように東濃鉱山の坑道や施設設備の状況は時期によって異なる。ここでは廃止措置に着

手した時期にあたる 2012 年頃の坑道等の配置を概略的に示した鳥瞰図を Fig.1 に，平面図を

Fig.2 に示す。 
東濃鉱山には，調査立坑，通気立坑，第 2 立坑の 3 本の立坑があった。深度 130m 付近に水

平坑道が展開しており，調査立坑から東に向かって本延坑道があり，その先端から北に向かっ

て北延上盤坑道があった。北延上盤坑道の 10m 下には北延下盤坑道があり，本延坑道とは斜坑

でつながっていた。 

Fig.1 坑道等鳥瞰図（2012 年頃）
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れている。1978 年からは，下盤坑道や通気立坑が掘削され，坑水処理のための設備が設置され

ている。また，1989 年には法律改正（Rn 放出濃度規制強化）に伴って入気と排気がそれまで

と逆になり，通気立坑からの排気に変更された。1990 年からは第 2 立坑が掘削され，これに伴

いコンクリートかん止提が建設された。この前後の時期には研究のため北延 NATM 坑道が掘

削されている。また，1998 年には鉱山管理棟が建設された。 
このように東濃鉱山の坑道や施設設備の状況は時期によって異なる。ここでは廃止措置に着

手した時期にあたる 2012 年頃の坑道等の配置を概略的に示した鳥瞰図を Fig.1 に，平面図を

Fig.2 に示す。 
東濃鉱山には，調査立坑，通気立坑，第 2 立坑の 3 本の立坑があった。深度 130m 付近に水

平坑道が展開しており，調査立坑から東に向かって本延坑道があり，その先端から北に向かっ

て北延上盤坑道があった。北延上盤坑道の 10m 下には北延下盤坑道があり，本延坑道とは斜坑
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地上設備としては，調査立坑のやぐらや巻上機，捨石集積場等があった。1998 年に鉱山管理

棟ができるまでは，沈殿池の北側（Fig.2 の受変電設備付近）に鉱山事務所があった。坑排水処

理のため，坑口バックや 3 面の沈殿池があり，インプレースリーチング試験時には鉱山管理棟

付近にイオン交換設備や廃水処理設備等があった。また，カナダのキーレーク鉱山の鉱石を保

管している保管庫や，第 1 倉庫や第 2 倉庫がある。坑内には，2 箇所に変電室があり，斜坑に

は巻上機が設置されていた。 
 
以下には，東濃鉱山の概要について，1997 年 12 月に作成された見学者案内用社内資料の内

容を元に示す。 
 
2.1  沿革 

昭和 30（1955）年 12 月 通商産業省地質調査所が人形峠でウラン鉱床の露頭を発見 
昭和 31（1956）年  8 月 科学技術庁に原子燃料公社が設立され国内ウラン探鉱体制 

確立 
昭和 37（1962）年 12 月 通産省地質調査所が土岐市でウラン鉱床の露頭を発見 
昭和 39（1964）年  7 月 原子燃料公社が月吉鉱床を発見 
昭和 40（1965）年  9 月 原子燃料公社（原燃公社）が土岐市に東濃探鉱事務所を開設 
昭和 41（1966）年  8 月 原子燃料公社が海外ウラン調査探鉱開始（カナダ） 
昭和 42（1967）年 10 月 動力炉・核燃料開発事業団（動燃事業団）設立，原燃公社の 

業務引き継ぐ 
昭和 44（1969）年  7 月 東濃探鉱事務所より中部探鉱事務所に改称 
昭和 48（1973）年  5 月 月吉鉱床に東濃鉱山調査立坑が完成 
昭和 53（1978）年 11 月 中部探鉱事務所を現在地（定林寺園戸）に移転 
昭和 61（1986）年  4 月 中部探鉱事務所より中部事業所に改称，地層研究を開始 
昭和 63（1988）年  3 月 国内の組織的なウラン探鉱業務を終了 
平成 元（1989）年  4 月 海外ウラン調査探鉱業務を中部事業所へ集約 
平成  3（1991）年  9 月 月吉鉱床に東濃鉱山第 2 立坑が完成 
平成  5（1993）年 11 月 月吉鉱床の東濃鉱山第 2 立坑内にエレベーター完成 
平成  6（1994）年  7 月 中部事業所より東濃地科学センターに改称 
平成  7（1995）年  2 月 （株）日本無重量総合研究所（MGLAB）5)運用開始 
平成  7（1995）年 12 月 超深地層研究所計画 5)に係わる協定書締結 

 
2.2  鉱山用地 
 場所：岐阜県土岐市泉町大字河合字賤洞 1221-8 
 位置：北緯  35 度 23 分 3 秒 
  東経 137 度 13 分 8 秒 
 面積：鉱山敷地面積：16,070m2（MGLAB；2,746m2） 
  周辺監視区域面積：50,261m2 
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  （土岐市；19,595 m2, 月吉森林組合；30,665 m2） 
 
 坑口標高：海抜約 285m 
 管理区域：坑内全域 
 周辺監視区域：鉱山周辺（平成元（1989）年から設定） 
 
2.3  鉱区 
 場所 ：岐阜県土岐市及び瑞浪市 
 面積 ：27,690 アール 
 採掘権：岐阜県採掘権登録 1279 号 
 鉱種 ：ウラン・トリウム鉱 
 施業案：平成 5 年 2 月認可（平成 9（1997）年度当時） 
 
2.4  月吉ウラン鉱床 
 鉱床タイプ：堆積型ウラン鉱床 
 範囲   ：3.4km×0.5km×3m 
 品位   ：0.05％ 
 埋蔵量  ：約 3,100t U3O8 

 鉱床年齢 ：約 1,000 万年 
 周辺の地質：土岐花崗岩（白亜紀）・・・・約 7,000 万年 
   瑞浪層群（中新世堆積岩）・・約 2,000 万年 
   瀬戸層群（鮮新世堆積岩）・・・約 500 万年 
 
2.5  日本のウラン埋蔵量（U3O8） 
 東濃地区    約 4,500t 
  月吉鉱床     約 3,100t 
  その他の鉱床の合計   約 1,400t 
 人形峠地区及び周辺地区  約 2,000t 
 その他地区    約 1,200t 
 合計      ※約 7,700t 

※ この合計埋蔵量は，国内で 1 年間に消費されるウラン量とほぼ同じ（平成 9 年度当時） 
 
2.6  主な鉱山施設 

 
2.6.1  坑道 
 調査立坑  直径約 2.7m，深さ約 135m 
 本延坑道  長さ約 240m 
 第 2 立坑  直径約 6m，深さ約 152m 

 

 

地上設備としては，調査立坑のやぐらや巻上機，捨石集積場等があった。1998 年に鉱山管理

棟ができるまでは，沈殿池の北側（Fig.2 の受変電設備付近）に鉱山事務所があった。坑排水処

理のため，坑口バックや 3 面の沈殿池があり，インプレースリーチング試験時には鉱山管理棟

付近にイオン交換設備や廃水処理設備等があった。また，カナダのキーレーク鉱山の鉱石を保

管している保管庫や，第 1 倉庫や第 2 倉庫がある。坑内には，2 箇所に変電室があり，斜坑に

は巻上機が設置されていた。 
 
以下には，東濃鉱山の概要について，1997 年 12 月に作成された見学者案内用社内資料の内

容を元に示す。 
 
2.1  沿革 

昭和 30（1955）年 12 月 通商産業省地質調査所が人形峠でウラン鉱床の露頭を発見 
昭和 31（1956）年  8 月 科学技術庁に原子燃料公社が設立され国内ウラン探鉱体制 

確立 
昭和 37（1962）年 12 月 通産省地質調査所が土岐市でウラン鉱床の露頭を発見 
昭和 39（1964）年  7 月 原子燃料公社が月吉鉱床を発見 
昭和 40（1965）年  9 月 原子燃料公社（原燃公社）が土岐市に東濃探鉱事務所を開設 
昭和 41（1966）年  8 月 原子燃料公社が海外ウラン調査探鉱開始（カナダ） 
昭和 42（1967）年 10 月 動力炉・核燃料開発事業団（動燃事業団）設立，原燃公社の 

業務引き継ぐ 
昭和 44（1969）年  7 月 東濃探鉱事務所より中部探鉱事務所に改称 
昭和 48（1973）年  5 月 月吉鉱床に東濃鉱山調査立坑が完成 
昭和 53（1978）年 11 月 中部探鉱事務所を現在地（定林寺園戸）に移転 
昭和 61（1986）年  4 月 中部探鉱事務所より中部事業所に改称，地層研究を開始 
昭和 63（1988）年  3 月 国内の組織的なウラン探鉱業務を終了 
平成 元（1989）年  4 月 海外ウラン調査探鉱業務を中部事業所へ集約 
平成  3（1991）年  9 月 月吉鉱床に東濃鉱山第 2 立坑が完成 
平成  5（1993）年 11 月 月吉鉱床の東濃鉱山第 2 立坑内にエレベーター完成 
平成  6（1994）年  7 月 中部事業所より東濃地科学センターに改称 
平成  7（1995）年  2 月 （株）日本無重量総合研究所（MGLAB）5)運用開始 
平成  7（1995）年 12 月 超深地層研究所計画 5)に係わる協定書締結 

 
2.2  鉱山用地 
 場所：岐阜県土岐市泉町大字河合字賤洞 1221-8 
 位置：北緯  35 度 23 分 3 秒 
  東経 137 度 13 分 8 秒 
 面積：鉱山敷地面積：16,070m2（MGLAB；2,746m2） 
  周辺監視区域面積：50,261m2 
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上盤連絡坑道 長さ約 40m 
下盤連絡坑道 長さ約 10m 
北延上盤坑道 長さ約 148m 
北延下盤坑道 長さ約 65m 
通気立坑  直径約 0.9m，深さ約 140m 
その他  約 370m 

合計  約 1,300m 
 
2.6.2  電機・機器 
 調査立坑巻上機  75kW，最大積載量 2t，定員 10 名 
 第 2 立坑エレベーター 18kW，最大積載量 1.5t，定員 18 名 
 斜坑巻上機   11kW，1.4t，斜度 12° 

コンプレッサー  75kW，7kg/cm2，12.4m3/min 
 主要排水ポンプ  55kW×2 基，1m3/min 
 主要扇風機   11kW，550m3/min 
 受電施設   6.6kV，全出力 509.4kW，契約電力 133.0kW 
 
2.6.3  構築物 
 沈殿池 100m2（10×10×1m）×3 面 
  坑排水量 約 70～80t/日（内 50t；坑内水） 
  鉱水処理 イオン交換によるウラン除去，pH 調整及び浮遊物の除去 
  鉱業廃棄物埋立槽  75m3（5×5×3m）×1 面 
  現在埋立量 約 35 m3（1997 年 12 月現在） 
  捨石集積場 堆積可能量   20,000m3 
    現在堆積量 約 18,000m3 
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3. ウラン探鉱の時代（1988 年度まで） 
 

3.1  日本のウラン資源，日本のウラン資源（Ⅱ）からの抜粋 
日本のウラン資源 1)の 85 ページから，「東濃地域」の「探査，探鉱の経緯」として，以下の

ような記述がある。 
************************************************************************************ 

昭和 37（1962）年 12 月，地質調査所はカーボーン調査によって，土岐市泉町定林寺北部

の国道 21 号線旧道沿いで，東濃地域ウラン鉱床群確認の端緒となるウラン鉱化露頭

（定林寺第 2 露頭）を発見。 

昭和 38 年，地質調査所が試錐調査を実施し，定林寺鉱床の一部を確認。 

昭和 39 年 2 月，これを受けて，原子燃料公社は本地域における本格的な探鉱作業を開始。 

昭和 39 年 7 月，土岐市泉町賤洞地内の道路分岐点近くで，基盤花崗岩直上の新第三紀中

新世瑞浪層群の礫岩中に，0.07mR/h のウラン鉱化露頭を発見。のちの月吉鉱床の発見

につながった。 

昭和 39 年 11 月，試錐探鉱によって賤洞区から明世区にかけて分布する月吉鉱床の一部

（賤洞区側）を確認。 

昭和 40（1965）年 9 月，東濃探鉱事務所を開設。 
可児郡御嵩町美佐野および謡坂で実施した地化学探鉱，地質精査などによってウラン

鉱化露頭を発見し，引き続き試錐探鉱を実施し，美佐野鉱床，謡坂鉱床の一部を確認。 

昭和 44 年 4 月，動燃事業団中部探鉱事務所と改称。 

昭和 44 年 12 月，土岐市泉町大洞地区での地質精査で花崗岩中に脈状のウラン鉱化作用を

確認し，引き続き，組織的なラドン探鉱の結果，地下深部にウラン鉱化帯が予測され，

試錐探鉱を実施し，大洞鉱床を確認。 

昭和 46（1971）年 3 月，月吉鉱床に対する 100m 間隔の試錐探鉱と美佐野鉱床および謡

坂鉱床に対する広間隔試錐を終了。各鉱床の概要を把握したが，採取した岩芯中にウラ

ン鉱物を認めた例は極めて少なかった。 

昭和 47 年 9 月，月吉鉱床におけるウラン鉱化作用の実態，鉱石の性質などを解明し，鉱

山評価の基礎資料を得るため，東濃鉱山調査坑の開削を開始。 

昭和 49 年 5 月，東濃鉱山開発に関する予備的評価を実施。 

昭和 50（1975）年 4 月，東濃鉱山開発の予備的評価結果に基づき，主要鉱床である月吉鉱

床の実態解明と鉱量確度の向上を目的とした精密試錐探鉱（50m 間隔）を開始。なお，

月吉鉱床に対する精密試錐探鉱は昭和 57 年の終了までに 563 孔，延べ 66,720m を掘

進。 

昭和 53 年 4 月，東濃鉱山開発の採鉱法の適用試験として月吉鉱床に対し，インプレース

 

 

上盤連絡坑道 長さ約 40m 
下盤連絡坑道 長さ約 10m 
北延上盤坑道 長さ約 148m 
北延下盤坑道 長さ約 65m 
通気立坑  直径約 0.9m，深さ約 140m 
その他  約 370m 

合計  約 1,300m 
 
2.6.2  電機・機器 
 調査立坑巻上機  75kW，最大積載量 2t，定員 10 名 
 第 2 立坑エレベーター 18kW，最大積載量 1.5t，定員 18 名 
 斜坑巻上機   11kW，1.4t，斜度 12° 

コンプレッサー  75kW，7kg/cm2，12.4m3/min 
 主要排水ポンプ  55kW×2 基，1m3/min 
 主要扇風機   11kW，550m3/min 
 受電施設   6.6kV，全出力 509.4kW，契約電力 133.0kW 
 
2.6.3  構築物 
 沈殿池 100m2（10×10×1m）×3 面 
  坑排水量 約 70～80t/日（内 50t；坑内水） 
  鉱水処理 イオン交換によるウラン除去，pH 調整及び浮遊物の除去 
  鉱業廃棄物埋立槽  75m3（5×5×3m）×1 面 
  現在埋立量 約 35 m3（1997 年 12 月現在） 
  捨石集積場 堆積可能量   20,000m3 
    現在堆積量 約 18,000m3 
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リーチング試験を実施した。なお，この試験のため調査坑内に試験坑道を開削した。 

昭和 53 年 4 月，美佐野鉱床で精密試錐探鉱（100m 間隔）を開始。 

昭和 58（1983）年 4 月，謡坂鉱床で精密試錐探鉱（100m 間隔）を開始。 

昭和 61 年 4 月，中部事業所と改称。 
美佐野鉱床および謡坂鉱床成因解明のために，大口径試錐を実施。 

昭和 63（1988）年 3 月，美佐野鉱床および謡坂鉱床の精密試錐探鉱が終了。美佐野鉱床で

は，249 孔延べ 28,554m を掘削。謡坂鉱床では，114 孔延べ 12,651m を掘進。これら

の精密試錐探鉱結果によって美佐野鉱床，謡坂鉱床の埋蔵ウラン量が改めて算定され，

すでに算定していた月吉鉱床の埋蔵ウラン量と併せ，本地域の埋蔵ウラン量の算定が

完了し，組織的な探鉱作業を終了。 

************************************************************************************ 
 
日本のウラン資源（Ⅱ）2)の 56 ページから「ウラン探鉱の変遷」として主なトピックが年（昭

和）月と共に示されている。以下には，この「ウラン探鉱の変遷」から東濃鉱山にかかわるも

のを抜粋して示す。 
************************************************************************************ 

31.8  原子燃料公社発足，国内ウラン探鉱が本格化 

37.12  地質調査所のカーボーン調査で，土岐市泉町定林寺において放射能異常発見 
（定林寺第 1，第 2 露頭） 
（東濃地域のウラン鉱床発見の端緒） 

39.7 土岐市賤洞で放射能異常露頭を発見 
（月吉鉱床発見の端緒） 

40.9 東濃探鉱事務所開所 
（東濃地域の砂岩型ウラン鉱床の探鉱） 

40.12 土岐市次月峠付近で高品位閃ウラン鉱などを発見 
（国道 21 号線定林寺露頭） 

42.10 動力炉・核燃料開発事業団発足 

43.12 東濃地域で月吉，美佐野，謡坂鉱床を発見し，日本最大のウラン鉱床地域帯であ

ることを確認 

44.10 中部探鉱事務所と改称（東濃探鉱事務所を改称） 
（近畿，甲信越を含む中部地方の探鉱を担当） 

46.3 東濃地域の月吉鉱床を解明するために「東濃鉱山」の名称を決定し，調査坑開削

の準備を開始 

47.7 東濃鉱山で調査坑を開削（48.5 立坑完成） 
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（坑内調査と製錬試験用鉱石 100 トンを採取，人形峠製錬所で製錬試験を実施） 

49.5 東濃鉱山開発の予備的評価を実施 

50.4 月吉鉱床で精密試錐探鉱を開始（57 年度終了） 

53.4 東濃鉱山で坑内インプレースリーチング試験用坑道掘削を開始 

53.11 中部探鉱事務所は土岐市泉町定林寺園戸へ新社屋を建設し，移転 

55.3 東濃鉱山の鉱業用として瑞浪市明世町（正馬様洞）に用地を取得 

56.4 東濃鉱山で坑内インプレースリーチング試験開始（61 年度終了） 

61.4 中部探鉱事務所を中部事業所に改称 

63.3 我が国のウラン資源として埋蔵ウラン量 7,701tU3O8 であることを確認し，組織

的な探鉱を終了 
************************************************************************************ 
 
3.2  動燃史からの抜粋 

動燃十年史 3)の東濃鉱山に関する記述としては，324 ページの「第 2 章 核燃料の開発」の

「1.1 東濃地域の探鉱」に以下のようなものがある。 
************************************************************************************ 

東濃地域における埋蔵鉱量の増大に伴い，鉱床の実態，鉱石の性質など，鉱床評価の基礎資

料を得るため調査坑を開削することになり，同地域の代表的鉱床として月吉鉱床を選んだ。昭

和 43 年ころから調査坑開削のための準備を開始し，46 年より鉱業用地の選定，買収を行った。

そして 47 年 2 月には鉱業施業案の認可を得て，東郷鉱山，人形峠鉱山，に次ぎ本邦 3 番目の

東濃鉱山が発足した。 
調査坑は立坑 136m，横坑 370m を掘進した。水平坑道は北延 27m で，富鉱部に着鉱，東西

に 20m 展開し，鉱床状況の観察と製錬試験用鉱石 100t を採取，これを人形峠鉱山製錬所に送

鉱して製錬処理試験を実施した。また，坑内試錐によって鉱床形態，高品位部の分布状況およ

び月吉断層周辺における岩石分布，断層破砕帯，湧水の実態など，将来の採鉱技術上の予備資

料を得て，調査坑の成果を拡大した。 
さらに月吉鉱床の鉱量確度を上げるため，従来の試錐孔の間を縫って 50 年度より試錐間隔

50m グリッドになるように組み，精密試錐を実施した。特に月吉断層を切る試錐では，断層下

盤側で，断層に大略並走するウラン濃集部を把握，同鉱床随一の高品位部を検出した。断層沿

いのウラン濃集帯は，東西方向に約 1.7km にわたって追跡され，鉱量増加をみた。 
************************************************************************************ 

 
 
 
 

 

 

リーチング試験を実施した。なお，この試験のため調査坑内に試験坑道を開削した。 

昭和 53 年 4 月，美佐野鉱床で精密試錐探鉱（100m 間隔）を開始。 

昭和 58（1983）年 4 月，謡坂鉱床で精密試錐探鉱（100m 間隔）を開始。 

昭和 61 年 4 月，中部事業所と改称。 
美佐野鉱床および謡坂鉱床成因解明のために，大口径試錐を実施。 

昭和 63（1988）年 3 月，美佐野鉱床および謡坂鉱床の精密試錐探鉱が終了。美佐野鉱床で

は，249 孔延べ 28,554m を掘削。謡坂鉱床では，114 孔延べ 12,651m を掘進。これら

の精密試錐探鉱結果によって美佐野鉱床，謡坂鉱床の埋蔵ウラン量が改めて算定され，

すでに算定していた月吉鉱床の埋蔵ウラン量と併せ，本地域の埋蔵ウラン量の算定が

完了し，組織的な探鉱作業を終了。 

************************************************************************************ 
 
日本のウラン資源（Ⅱ）2)の 56 ページから「ウラン探鉱の変遷」として主なトピックが年（昭

和）月と共に示されている。以下には，この「ウラン探鉱の変遷」から東濃鉱山にかかわるも

のを抜粋して示す。 
************************************************************************************ 

31.8  原子燃料公社発足，国内ウラン探鉱が本格化 

37.12  地質調査所のカーボーン調査で，土岐市泉町定林寺において放射能異常発見 
（定林寺第 1，第 2 露頭） 
（東濃地域のウラン鉱床発見の端緒） 

39.7 土岐市賤洞で放射能異常露頭を発見 
（月吉鉱床発見の端緒） 

40.9 東濃探鉱事務所開所 
（東濃地域の砂岩型ウラン鉱床の探鉱） 

40.12 土岐市次月峠付近で高品位閃ウラン鉱などを発見 
（国道 21 号線定林寺露頭） 

42.10 動力炉・核燃料開発事業団発足 

43.12 東濃地域で月吉，美佐野，謡坂鉱床を発見し，日本最大のウラン鉱床地域帯であ

ることを確認 

44.10 中部探鉱事務所と改称（東濃探鉱事務所を改称） 
（近畿，甲信越を含む中部地方の探鉱を担当） 

46.3 東濃地域の月吉鉱床を解明するために「東濃鉱山」の名称を決定し，調査坑開削

の準備を開始 

47.7 東濃鉱山で調査坑を開削（48.5 立坑完成） 
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また，動燃十年史 3)の 350, 351 ページには，「3.2 東濃鉱山調査坑の開削」として以下のよう

な記述がある。 
 
************************************************************************************ 

3.2 東濃鉱山調査坑の開削 
3.2.1 調査坑開削の意義 

昭和 37 年 12 月，通産省地質調査所カーボーン班による土岐市定林寺の露頭発見が端緒と

なり，東濃地区ウラン鉱床は，本邦随一のウランフィールドに成長した。とくに 39 年 7 月

には，原燃の手によってチャンピオン鉱床である月吉鉱床が発見され，周囲の鉱床と合わせ，

鉱量約 5,000t（U3O8）を把握するに至った。これらの鉱床は，新第三紀の軟弱な基底礫岩，

または砂岩層中に胚胎されるため，鉱床の実態，鉱石の性質等不明な点が多かった。そのた

め，これらを総合的に解明して鉱床評価の基礎資料を得るとともに，国内資源としての役割，

位置づけ等，基礎的条件把握の意味からも，調査坑を開削して実態の究明を行う必要が生じ

た。 
3.2.2 開削経過 

昭和 45 年より，調査坑開削の用地確保のため具体的設計に着手し，鉱業用地の選定と用

地買収の交渉をすすめた。幸い，当時の二宮土岐市長をはじめ地元のあたたかい協力を得て，

土岐市河合区賤洞地区の市有地 1 万 6,500m2 を譲り受けることができた。また，この地域が

保安林であるため，保安林解除の申請作業に取り組むとともに，鉱業法にもとづく鉱業施業

案の作成に着手した。46 年には調査坑開削の適切な進捗と遂行を図るため，担当理事の諮問

機関として「月吉鉱床立坑開削促進委員会」を設置，開削工事遂行に寄与した。 
一方，鉱業施業案の作成は，当ウラン採掘権鉱区は，耐火粘土および硅砂の鉱区と重複鉱

区の関係にあり，先願者よりの承諾書を必要とした。しかし，承諾はなかなか得られず交渉

は難航したが，46 年 10 月，重複鉱区調停に関する第 3 者評価を依頼し，数回に及ぶ調停委

員会を重ねた結果，47 年 1 月，合意に達し解決に至った。47 年 2 月，調停とともに鉱業施

業案認可申請を提出，施業案認可並びに各施設設置認可も得て，人形峠鉱山に次ぐ新たな第

2 のウラン鉱山が発足した。 
47 年 3 月，調査坑開削のための諸準備も順調に進捗し，熊谷組と立坑開削工事の契約を締

結，7 月 28 日には東濃鉱山開坑式を内外多数の来賓を招き挙行した。熊谷組従業員に対する

保安教育も順調に進行し，9 月上旬から立坑開削に着手した。 
まず，坑口地並下 3m の個所よりピック掘で 13.2m，機械掘で 25.8m，計 39m を掘削，人

を運搬する巻揚装置の施設設置認可の検査終了後，10 月 21 日から，本格的な開削に着手し

た。 
坑口より約 13m が瀬戸層で大部分が小礫よりなり，湧水が逐次増加するに従い，落石が多

くなった。そのため，瀬戸層と戸狩部層約 26m 間のコンクリートライニングを実施したあ

と，一挙に坑底地並標高 149.4m まで全長 133m を開削した。開削中の排水を容易にするた

め，坑口から 72m の地並に中段坑道延長 7.5m，加背 2.4×1.9m を掘削して，その個所に容

量約 6m3 のコンクリートバックを開設した。作業は無事故のうちに順調に進展したが，48 年
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2 月，セメント並びに骨材の全国的な供給不足により，生コン供給率はついに 50％以下にダ

ウンした。そのため工事の延期を余儀なくされ，48 年 5 月まで 40 日間の工期延期となるに

至った。この間，探鉱坑道を掘進する目的で，標高 159.7m，坑口より 125.7m の地並に横坑

幅 3m×高さ 4m，延長 3.6m のプラットを設けたほか，立坑内構造設備である坑壁のコンク

リートライニング，バントン枠入れ，人道の設置，人道とケージ間の仕切鉄板，ガイドレー

ルの取り付け等を実施した。こうして 48 年 5 月，立坑の開削および付帯設備の全部を完成

した。 
引き続き 48 年 8 月から，延長 300m の横坑開削工事および精錬試験用鉱石採取工事の

50m をそれぞれ完了した。以後，試験，研究調査並びに将来の開発などに備え，坑内外設備

の点検整備を行い，災害防止のための保全を実施した。 
************************************************************************************ 

 
動燃二十年史 4)の年表から東濃鉱山に関係するものを以下に示す。 

************************************************************************************ 
昭和 42 年（1967） 
10.2 動力炉・核燃料開発事業団発足。42 年度事業計画，予算および資金計画が認可 

昭和 43 年（1968） 
4.26 東濃地区のウラン埋蔵鉱量は人形峠を上回ると発表（約 130 万トン） 
12.3 東濃地区で日本最大の新ウラン鉱床を発見と発表（埋蔵推定量 1,600 トン U3O8） 

昭和 45 年（1970） 
10.9 中部探鉱事務所，瑞浪市北方地区で開所以来初の高品位鉱（44,000 カウント）に

着鉱 
昭和 46 年（1971） 
6.18 中部探鉱事務所の月吉鉱床に「東濃鉱山」の新名称を決定 

昭和 47 年（1972） 
7.28 中部探鉱事務所，東濃鉱山の調査坑開削に着手 

昭和 48 年（1973） 
5.10 東濃鉱山月吉鉱床の立坑が竣工 
11.29 東濃鉱山調査坑の開削工事（昭和 48 年度分）が終了 

昭和 49 年（1974） 
8.31 衆議院科技特委の石野久男委員長ら一行が中部探鉱事務所東濃鉱山を視察 

昭和 53 年（1978） 
1.26 中部探鉱事務所新築工事の起工式 
3.17 中部探鉱事務所インプレースリーチング坑道掘削開始 
11.20 中部探鉱事務所新社屋竣工，開所式 

昭和 55 年（1980） 
11.1 中部探鉱事務所のインプレースリーチング試験廃液処理設備が完工，運転開始 

昭和 58 年（1983） 
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地買収の交渉をすすめた。幸い，当時の二宮土岐市長をはじめ地元のあたたかい協力を得て，
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案の作成に着手した。46 年には調査坑開削の適切な進捗と遂行を図るため，担当理事の諮問

機関として「月吉鉱床立坑開削促進委員会」を設置，開削工事遂行に寄与した。 
一方，鉱業施業案の作成は，当ウラン採掘権鉱区は，耐火粘土および硅砂の鉱区と重複鉱

区の関係にあり，先願者よりの承諾書を必要とした。しかし，承諾はなかなか得られず交渉

は難航したが，46 年 10 月，重複鉱区調停に関する第 3 者評価を依頼し，数回に及ぶ調停委

員会を重ねた結果，47 年 1 月，合意に達し解決に至った。47 年 2 月，調停とともに鉱業施

業案認可申請を提出，施業案認可並びに各施設設置認可も得て，人形峠鉱山に次ぐ新たな第

2 のウラン鉱山が発足した。 
47 年 3 月，調査坑開削のための諸準備も順調に進捗し，熊谷組と立坑開削工事の契約を締

結，7 月 28 日には東濃鉱山開坑式を内外多数の来賓を招き挙行した。熊谷組従業員に対する

保安教育も順調に進行し，9 月上旬から立坑開削に着手した。 
まず，坑口地並下 3m の個所よりピック掘で 13.2m，機械掘で 25.8m，計 39m を掘削，人

を運搬する巻揚装置の施設設置認可の検査終了後，10 月 21 日から，本格的な開削に着手し

た。 
坑口より約 13m が瀬戸層で大部分が小礫よりなり，湧水が逐次増加するに従い，落石が多

くなった。そのため，瀬戸層と戸狩部層約 26m 間のコンクリートライニングを実施したあ

と，一挙に坑底地並標高 149.4m まで全長 133m を開削した。開削中の排水を容易にするた

め，坑口から 72m の地並に中段坑道延長 7.5m，加背 2.4×1.9m を掘削して，その個所に容

量約 6m3 のコンクリートバックを開設した。作業は無事故のうちに順調に進展したが，48 年
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3.20 中部探鉱事務所，無災害 2,000 日達成 
昭和 59 年（1984） 
8.6 東濃鉱山無災害延べ 50 万時間達成 

昭和 61 年（1986） 
4.1 中部探鉱事務所を中部事業所に改称 

************************************************************************************ 
 

3.3  JOPSS の文献 
わずかであるが，JOPSS の「東濃鉱山」でのフリーワード検索でヒットする文献に，ウラン

探鉱事業関連と思われるものや記述がある。以下に，その内容を示す。 
 
インプレースリーチングの経緯として，平成 3 年度技術開発課年報 6)に以下のような記述が

ある。 
************************************************************************************ 

昭和 50（1975），51（1976）年度 ビーカー試験 
昭和 52（1977）年度 大型カラム試験，本延坑道のルジオンテスト 
昭和 53（1978）年度 試験坑道掘削，圧入装置設置，240m 北延のルジオンテスト 
昭和 54（1979）年度 水注入試験，廃液処理基礎試験 
昭和 55（1980）年度 通気立坑掘削，鉱水処理施設完成 
昭和 56（1981）年度 現場適用試験開始（アルカリ溶媒） 
昭和 57（1982）年度 注入孔増孔，孔別特性試験 
昭和 60（1985）年 4 月 現場適用試験終了，試験鉱画水洗 
昭和 63（1988）年 4 月 試験鉱画水洗復元および後処理が完了 

************************************************************************************ 
 

1981 年 8 月 12 日～1982 年 3 月 31 日で，東濃地区ウラン鉱床周辺の現況及び地域特性を的

確に把握するため環境調査が実施されている 7)。 
1999 年度に，「日本のウラン資源 1)，日本のウラン資源（Ⅱ）2)」及び「東濃とその周辺地域

のウラン資源（PNC TN 7420 95-005, 1995 年 9 月）」記載している岐阜県東濃地域の試錐探鉱

に係わる記録集として，東濃鉱山及び正馬様用地内で採鉱技術開発として掘削した坑内試錐（1
～12 号，Rn1～5 号）及びインプレースリーチング試験用試錐（坑内 1～9 号，AI1～12 号）

の試錐検層柱状図などを取りまとめ製本し収録したものが発刊されている 8)。なお，「東濃とそ

の周辺地域のウラン資源（PNC TN 7420 95-005, 1995 年 9 月）」は JOPSS で公開されていな

い。 
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4. 地層科学研究から廃止措置の時代（1986 年度以降） 
 

東濃鉱山は，国内探鉱事業の終了に伴って，探鉱から研究の場へとなっていった。1986 年度

からは地層処分研究開発の基盤となる地層科学研究の場として活用された 9,10,11)。また，拠点

の事業内容の変遷に伴い，平成 6（1994）年 7 月 1 日には拠点の名称が中部事業所から東濃地

科学センターに変更されている 12,13)。 
以下には，報告書等の記載を元に，4.1 には項目別に経緯を，4.2 には年度毎に経緯を示す。

4.1 と 4.2 は経緯の示し方が異なるだけであり，記載内容は，ほぼ重複している。なお，各作業

の実施期間等については，「調査期間」，「作業期間」，「現場測定期間」等，様々な表現があるが，

これは報告書に記載されている表現をそのまま示しており，その期間中に行われた具体的な実

施内容等は各報告書で確認いただきたい。 
鉱山周辺では，広域地下水流動研究 14)のような鉱山を含む広い領域の水理研究等が行われて

おり，JOPSS の「東濃鉱山」でのフリーワード検索で多数がヒットするが，ここでは東濃鉱山

の歩みを示す趣旨から，以下の記述では，鉱山とのその近傍（主に賤洞地区）で行われたもの

についてまとめている。正馬様洞の用地内や超深地層研究所計画 5)のために行われたものは基

本的に含まれていない。 
 
4.1  項目別の経緯 
 
4.1.1 工学材料長期浸漬試験 

1986 年 12 月から 1996 年 12 月の 10 年間にわたり，東海事業所（現・核燃料サイクル工学

研究所）と協力して，東濃鉱山坑内の花崗岩岩盤中において，非加熱条件下で，工学材料長期

浸漬試験が実施された 15,16,17)。 
1987 年度に金属材料の腐食試験，模擬ガラスの浸出試験等の報告 18) ，1988 年度に第 2 試

験場の開設や試験の報告 19)，1989 年度に引き続き実施された内容の報告がある 20)。また， こ
の試験の一環で，1989 年 11 月 1 日～1990 年 10 月 26 日の約 1 年間にわたり地下水水質が観

測されている 15)。 
 
4.1.2 ナチュラルアナログ研究（物質移動研究，地球化学研究を含む） 

東濃鉱山はウラン鉱山であるため，ナチュラルアナログ研究 21)として，ウランの地質環境に

おける移動や，地下水の地球化学研究 22)等が行われた。 
1988 年度には，一般的なナチュラルアナログ研究の進め方と東濃鉱山を利用したナチュラ

ルアナログ研究の進め方について検討されている 23)。 
1992 年度に，東濃地域における地下水の地球化学的特性を把握するために，東濃鉱山第 2 立

坑周辺に開削された試錐孔 7 孔において MP システムを使用して採水が実施された 24)。同様

に，1993 年度は 10 孔 25)，1994 年度は 6 孔 26)，1995 年度は 6 孔 27)で採水が実施されている。 
1994 年 2 月 1 日～3 月 18 日（調査期間）には，人形峠事業所によって，坑内 KNA-2 孔か

ら地下水が採取され，その化学分析とバクテリア調査が実施された 28)。 

 

 

3.20 中部探鉱事務所，無災害 2,000 日達成 
昭和 59 年（1984） 
8.6 東濃鉱山無災害延べ 50 万時間達成 
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************************************************************************************ 
 

3.3  JOPSS の文献 
わずかであるが，JOPSS の「東濃鉱山」でのフリーワード検索でヒットする文献に，ウラン

探鉱事業関連と思われるものや記述がある。以下に，その内容を示す。 
 
インプレースリーチングの経緯として，平成 3 年度技術開発課年報 6)に以下のような記述が

ある。 
************************************************************************************ 

昭和 50（1975），51（1976）年度 ビーカー試験 
昭和 52（1977）年度 大型カラム試験，本延坑道のルジオンテスト 
昭和 53（1978）年度 試験坑道掘削，圧入装置設置，240m 北延のルジオンテスト 
昭和 54（1979）年度 水注入試験，廃液処理基礎試験 
昭和 55（1980）年度 通気立坑掘削，鉱水処理施設完成 
昭和 56（1981）年度 現場適用試験開始（アルカリ溶媒） 
昭和 57（1982）年度 注入孔増孔，孔別特性試験 
昭和 60（1985）年 4 月 現場適用試験終了，試験鉱画水洗 
昭和 63（1988）年 4 月 試験鉱画水洗復元および後処理が完了 

************************************************************************************ 
 

1981 年 8 月 12 日～1982 年 3 月 31 日で，東濃地区ウラン鉱床周辺の現況及び地域特性を的

確に把握するため環境調査が実施されている 7)。 
1999 年度に，「日本のウラン資源 1)，日本のウラン資源（Ⅱ）2)」及び「東濃とその周辺地域

のウラン資源（PNC TN 7420 95-005, 1995 年 9 月）」記載している岐阜県東濃地域の試錐探鉱

に係わる記録集として，東濃鉱山及び正馬様用地内で採鉱技術開発として掘削した坑内試錐（1
～12 号，Rn1～5 号）及びインプレースリーチング試験用試錐（坑内 1～9 号，AI1～12 号）

の試錐検層柱状図などを取りまとめ製本し収録したものが発刊されている 8)。なお，「東濃とそ

の周辺地域のウラン資源（PNC TN 7420 95-005, 1995 年 9 月）」は JOPSS で公開されていな

い。 
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1995 年には，採水用の坑内 KNA-6 号孔で，低圧ルジオン試験（7 月 6 日，9 月 14, 17, 20
日に試験）29)，ボアホールテレビ観察（8 月 29 日，9 月 5, 6 日に測定）30)，物理検層（8 月 31
日，9 月 7, 8 日に測定）31)が実施された。 
 
4.1.3 水理研究 

水理特性はナチュラルアナログ研究を始めとした地下環境の研究全般において基礎的で重要

な特性となっている。比較的，広い領域を対象とした水理特性は，ナチュラルアナログ研究や

掘削影響研究等の様々な研究において評価が必要な特性である。一方，坑道周りの比較的狭い

範囲の水理特性は，特に掘削影響研究で重要となる。このため，ここでは，一般に坑外で行わ

れる比較的広い範囲を対象とした水理研究についてまとめ，坑内で行われた比較的狭い範囲を

対象とした水理研究は掘削影響研究でまとめた。 
東濃鉱山での水理研究においては，地下水の起源のひとつである雨水の涵養量を算定するた

めの表層水理観測 32,33)や，地下深部の透水性の評価，地下水流動解析手法の検討 34,35)等，様々

な研究が行われた。 
1986 年 12 月 20 日～1987 年 6 月 20 日（調査期間）に，東濃鉱山近傍の SN-1 号孔におい

て低圧岩盤透水試験（低圧ルジオン試験）が 4 回実施された 36)。 
1988 年 12 月 1 日～1989 年 6 月 30 日（調査期間）には，SN-4 号孔において，地下水流向

流速検層，PNC 式 JFT 法による透水試験，間隙水圧試験 37)と低圧岩盤透水試験 38)が実施され

ている。 
1989 年 5 月から，東濃鉱山の周辺地域において，表層水理観測システムが設置され，観測を

実施している 39)。 
東濃鉱山とその周辺に設置された土壌水分・地下水位観測システムの落雷等に起因する異常

電圧の防止対策に係わる保守機器を作製し，1991 年 11 月 18～27 日に設置した 40)。 
1999 年度には，2000 年 2 月 2 日～3 月 14 日（作業期間）に，東濃鉱山流域等で行っている

水収支観測による降雨の地下への浸透量算出（水収支法）のため，渇水期（冬季）における湧

水点を確認している 41)。また，1993 年，1994 年に開発された間隙水圧計測システムの補修・

整備及び部品の一部追加製作を実施し，北延 NATM 坑道（西側）から掘削された 99SI-06 孔

及び 99SI-07 孔に設置している 42)。この装置については，2000 年度に補修・整備及び部品の

一部について追加製作を実施し，東濃鉱山北延 NATM 坑道（西側）から鉛直上向きに掘削され

た 00SI-01 孔に設置されている 43)。1999 年度は，月吉断層の 3 次元的な形状と断層による地

下水流動への影響の解明を目的に，英国の Natural Environment Research Council（英国自

然環境研究会）に委託し，東濃鉱山とその周辺のボーリングコアの記載と試料採取を実施して

いる 44)。 
 
4.1.4 掘削影響研究 

地層処分の観点からは，坑道掘削の影響を受けた岩盤領域（掘削影響領域）の範囲や物性は，

安全評価や施設設計の上で重要なものである。東濃鉱山では，1986 年度以降，水平坑道（北延

NATM 坑道）での発破工法や機械掘削工法の研究，第 2 立坑での研究等が行われた。 
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① 北延 NATM 坑道での研究 
北延 NATM 坑道は，1987 年 1 月から 1995 年 11 月にかけて掘削影響試験のために掘削さ

れた水平坑道である 45)。1987 年度に，北延 240m 坑道先端より長さ 30m の試験坑道（2.5×
2.5m）を NATM 工法により掘削し，各種計測を実施した 46)。1988 年 10 月 17 日～1989 年 3
月 20 日（現場作業期間）には，前年度に掘削した試験坑道に平行して 3.0×3.0m の坑道を

NATM 工法で掘削し，各種計測を実施している 46)。この試験の一環として，応力解放法（オー

バーコアリング法）による初期応力測定を行い，1989 年 1 月 6 日～3 月 25 日で岩盤応力の解

析を実施した 47)。1992 年度には，ゆるみ領域を弾性波トモグラフィーによって調査するため

のデータ取得を目的として弾性波測定を実施している 48)。 
1992 年度からは機械による掘削影響試験を開始し，1992 年度は計測用の坑道が掘削された 49)。

1993 年度には事前調査・解析を開始 49)しており，1993 年 12 月 6 日～1994 年 3 月 18 日（現

場測定期間）には，電力中央研究所（電中研）方式の応力解放法（ひずみ計埋設法）により初

期地圧測定を実施している 50)。1994 年度は事前調査・解析を継続するとともに，坑道掘削後

の事後調査・解析の計画を検討している 51,52,53)。1995 年度には，1995 年 9 月 25 日～11 月 22
日に坑道を機械（ブームヘッダー）により掘削し，掘削中に坑道壁面の地質観察，変位測定及

び振動測定を実施した 54,55)。1995 年 7 月 10 日～1996 年 3 月 15 日には，1993 年度に掘削し

たボーリング孔（MS-1～3）において，坑道掘削に伴って発生する周辺岩盤のひずみ変化を計

測 56)し，1995 年 12 月 8 日～1996 年 3 月 15 日（調査期間）に，坑道掘削後の弾性波トモグラ

フィー調査を実施している 57)。1996 年 9 月 3 日～11 月 29 日（試験工程）で，水理学的ゆる

み領域測定装置を用いて MH-1～3 号孔で坑道掘削後の透水係数等を計測した 58)。1997 年 2 月

7 日～3 月 14 日（実施期間）には，2 次応力の測定・解析を応力解放法（電中研式 8 成分ひず

み計埋設法）により実施した 59)。1997 年 9 月 1～5 日（実施工程）には真空透気試験を実施し 60)，

1997 年 12 月 3 日～1998 年 3 月 23 日には，掘削衝撃のない状態の坑道近傍における 2 次応力

状態を応力解放法により測定・解析した 61)。1997 年 12 月 15～17 日に，BVP-1, 2 号孔，MVP-
1, 2 号孔で，物理検層（電気・マイクロ・音波・密度・中性子検層の他，温度・孔径・ガンマー

線検層の 8 種類）を実施した 62)。1998 年 1 月 9 日～3 月 23 日（調査工程）には，北延 NATM
連絡坑道の水平試錐孔（TFA-1 号孔）で，低圧ルジオン水理試験を実施した 63)。1997 年度に

は，掘削影響領域の範囲を把握するために，北延 NATM坑道の発破掘削区間に掘削された BVP-
2 号孔のコアを用いて，微細なクラックや空隙の分布状況が蛍光法と画像処理法によって調査

されている 64)。1998 年度には，掘削影響領域が周辺の水理学的挙動に及ぼす影響について検

討するため，既往研究の調査事例の調査の他，スレーキング特性試験，鉱物含有量分析や空隙

率測定が実施された 65)。さらに，1994 年度に北延 NATM 坑道に設置した計測機器により時間

経過に伴って生じる岩盤変位が計測された 66)。 
北延 NATM 坑道では，機械による掘削影響試験の後，双設坑道安定性評価試験が計画され，

2000 年度には実施に先駆けて，離隔距離の異なる（1.5m, 3.0m, 4.5m, 6.0m, 7.5m）双設坑道

をモデル化して 2 次元解析を実施している 67)。2001 年度には，新規坑道を掘削した場合の周

辺岩盤への影響について予測解析を実施し，塑性領域の発生を考慮して，新規坑道と既存坑道

の離間距離を 3.0m 及び 2.0m とし，事前調査，坑道掘削及び掘削中の調査，事後調査及び取り

 

 

1995 年には，採水用の坑内 KNA-6 号孔で，低圧ルジオン試験（7 月 6 日，9 月 14, 17, 20
日に試験）29)，ボアホールテレビ観察（8 月 29 日，9 月 5, 6 日に測定）30)，物理検層（8 月 31
日，9 月 7, 8 日に測定）31)が実施された。 
 
4.1.3 水理研究 

水理特性はナチュラルアナログ研究を始めとした地下環境の研究全般において基礎的で重要

な特性となっている。比較的，広い領域を対象とした水理特性は，ナチュラルアナログ研究や

掘削影響研究等の様々な研究において評価が必要な特性である。一方，坑道周りの比較的狭い

範囲の水理特性は，特に掘削影響研究で重要となる。このため，ここでは，一般に坑外で行わ

れる比較的広い範囲を対象とした水理研究についてまとめ，坑内で行われた比較的狭い範囲を

対象とした水理研究は掘削影響研究でまとめた。 
東濃鉱山での水理研究においては，地下水の起源のひとつである雨水の涵養量を算定するた

めの表層水理観測 32,33)や，地下深部の透水性の評価，地下水流動解析手法の検討 34,35)等，様々

な研究が行われた。 
1986 年 12 月 20 日～1987 年 6 月 20 日（調査期間）に，東濃鉱山近傍の SN-1 号孔におい

て低圧岩盤透水試験（低圧ルジオン試験）が 4 回実施された 36)。 
1988 年 12 月 1 日～1989 年 6 月 30 日（調査期間）には，SN-4 号孔において，地下水流向

流速検層，PNC 式 JFT 法による透水試験，間隙水圧試験 37)と低圧岩盤透水試験 38)が実施され

ている。 
1989 年 5 月から，東濃鉱山の周辺地域において，表層水理観測システムが設置され，観測を

実施している 39)。 
東濃鉱山とその周辺に設置された土壌水分・地下水位観測システムの落雷等に起因する異常

電圧の防止対策に係わる保守機器を作製し，1991 年 11 月 18～27 日に設置した 40)。 
1999 年度には，2000 年 2 月 2 日～3 月 14 日（作業期間）に，東濃鉱山流域等で行っている

水収支観測による降雨の地下への浸透量算出（水収支法）のため，渇水期（冬季）における湧

水点を確認している 41)。また，1993 年，1994 年に開発された間隙水圧計測システムの補修・

整備及び部品の一部追加製作を実施し，北延 NATM 坑道（西側）から掘削された 99SI-06 孔

及び 99SI-07 孔に設置している 42)。この装置については，2000 年度に補修・整備及び部品の

一部について追加製作を実施し，東濃鉱山北延 NATM 坑道（西側）から鉛直上向きに掘削され

た 00SI-01 孔に設置されている 43)。1999 年度は，月吉断層の 3 次元的な形状と断層による地

下水流動への影響の解明を目的に，英国の Natural Environment Research Council（英国自

然環境研究会）に委託し，東濃鉱山とその周辺のボーリングコアの記載と試料採取を実施して

いる 44)。 
 
4.1.4 掘削影響研究 

地層処分の観点からは，坑道掘削の影響を受けた岩盤領域（掘削影響領域）の範囲や物性は，

安全評価や施設設計の上で重要なものである。東濃鉱山では，1986 年度以降，水平坑道（北延

NATM 坑道）での発破工法や機械掘削工法の研究，第 2 立坑での研究等が行われた。 
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まとめの計画案が策定された 68)。しかし，これ以降，現場での試験等は行われず，報告書等も

ない。 
② 立坑掘削影響試験 

第 2 立坑は 1990 年 1 月から 1991 年 7 月にかけて立坑掘削影響試験 69)のために掘削された

立坑である（工事の竣工・立坑完成は 1991 年 9 月）70)。立坑の内径は 6m，深さは 152.3m で

ある。月吉断層は，深度約 90m に位置する第 2 計測坑道，深度約 115～130m で第 2 立坑，深

度約 140m に位置する下盤連絡坑道と，それぞれ交差する。 
1988 年度に立坑掘削影響試験の計画案を検討している 71)。1989 年度から 1990 年度にかけ

て，第 2 立坑の掘削前から深さ 25m までの工事期間の調査・試験を実施しており，1989 年 11
月～1990 年 1 月に弾性波探査，1990 年 1 月 17 日～6 月 29 日に岩盤変位測定（傾斜計），1990
年 2 月 28 日～5 月 9 日に支保の調査・試験が実施された 72)。これに引き続き，第 2 立坑の掘

削を進め，覆工と周辺岩盤の挙動の測定及び力学・水理学的特性の変化の測定を実施した 73,74)。

1990 年 4～7 月に，立坑掘削影響試験について広報用の技術資料を作成することを目的として，

第 2 立坑周辺の 3 次元地質構造モデルを CAD（Computer Aided Design）システムにより作

成している 75)。1991 年度には，第 2 立坑の掘削を坑底まで進め，覆工と周辺岩盤の挙動の測

定及び力学的・水理学的特性の変化の調査・試験を継続 76,77)し，立坑掘削に伴う周辺岩盤の変

形挙動を把握するために，立坑の 4 つの断面（GL-54.5m, 67.2m, 112.6m, 133.0m）で地中変

位を計測した 70)。1992 年度に，岩盤変位に関して，既存の 3 次元有限要素法を用いて断層を

考慮した数値解析を実施し，既存手法の適用性を検討している 78)。 
③ 第 2 立坑第 1 計測坑道での研究 

1994 年度に，第 2 立坑第 1 計測坑道において，掘削影響研究の予備調査を実施した 79,80)。

1995 年度は予備調査の一部分として，水理学的ゆるみ領域測定装置を用いて P1-2 号孔で透水

試験を実施した 81)。1996 年 11 月 25, 26 日には，ボアホールテレビジョン装置による TF-1 号

孔の坑内壁面観察を実施している 82)。この研究は新たな坑道掘削等は行われておらず，この後

は報告書等もない。 
 
4.1.5 力学研究 

岩盤の応力や強度，変形といった力学特性に関する研究の多くは，掘削影響試験の中で行わ

れたが，初期応力や長期挙動等については，掘削影響試験とは別に，外部専門家と共同研究等

によっても行われた。 
①  初期応力に関する研究 83,84) 

1991 年 3 月 29 日～6 月 28 日に，第 2 立坑第 1 計測坑道（地表下 45.5m）において，電力

中央研究所方式応力解放法（ひずみ計埋設法）により岩盤応力が測定されている 85)。1992 年

度には，TM-1 を利用して水圧破砕試験を行い，初期応力の深度勾配を深さ 200m にわたって

測定した 86)。1993 年 12 月 6 日～1994 年 3 月 18 日（現場測定）には，電中研方式応力解放法

（ひずみ計埋設法）により，北延 NATM 坑道で初期地圧を測定している 50)。 
1997 年度には，東濃鉱山用地内の TM-2 孔において，水圧破砕法による初期応力測定が実施

され 87)，その一環で，物理検層（1998 年 1 月 26～29 日と 3 月 10, 11 日に実施）やボアホー
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ルテレビジョン装置による孔内壁面観察が実施されている 88)。また，TM-2 孔のボーリングコ

アを利用して鉛直方向の初期応力分布状況を AE 法により測定している 89)。 
1998 年度は，98SE-01 孔において水圧破砕法による初期応力測定を実施し，1998 年 11 月

11 日に BTV，1998 年 11 月 24～26 日に物理検層を実施した 90)。合わせて，98SE-01 孔のボ

ーリングコアを利用して鉛直方向の初期応力分布状況を AE 法により測定している 91)。1999
年度には，東濃鉱山敷地内の地表から掘削された 99SE-02 孔において水圧破砕法による初期応

力測定を実施し 92)，99SE-02 孔から採取されるボーリングコアを利用して鉛直方向及び水平方

向の初期応力状態を AE 法により測定した 93)。 
2000 年度に，東濃鉱山において実施した 4 本の鉛直ボーリング孔（99SE-02 孔，TM-1 孔，

TM-2 孔及び 98SE-01 孔）での AE 法と水圧破砕法による初期応力測定の結果を用いて，地形，

地質構造，断層の影響を評価するために，3 次元的な応力状態の評価解析を実施した 94)。また，

00SE-03 孔で水圧破砕試験を行い，この結果と，これまで 99SE-02 孔，TM-1 孔，TM-2 孔及

び 98SE-01 孔で行われた水圧破砕試験の結果とを比較検討した 95)。合わせて，00SE-03 孔を

対象にボアホールテレビジョン装置による孔内壁面観察を実施している 96)。 
2001 年度には，ある領域内の数箇所の試錐孔で得られた初期応力測定結果及びその領域の 3

次元地質構造に基づき，3 次元領域内の初期応力分布を評価し得る解析手法の確立を目的とし，

東濃鉱山，正馬様用地，釜石鉱山を研究対象領域として，外部専門家による研究委員会を設立

し，2001 年 12 月 19 日から資源・素材学会への委託研究を開始した 97)。2002 年度は，2002
年 9 月と 12 月及び 2003 年 1 月に，それぞれ 1 回ずつ，外部専門家による研究委員会を開催

した 98)。2003 年度は，資源・素材学会への委託研究の最終年度として，2003 年 9 月と 11 月

及び 2004 年 1 月に研究委員会を開催している 99)。 
② 長期岩盤挙動に関する研究 

この研究では，1 年以上の長期にわたる岩盤の力学的挙動について，現場計測等が行われた。 
1991 年 10 月から 2001 年 9 月の 10 年間，掘削影響試験において設置した計測器を用いて，

坑道周辺岩盤の長期変位計測を実施し，岩盤の長期挙動を評価している 45)。 
2000 年 3 月 13～15 日（計測作業期間）に，北延 NATM 坑道で劣化状況調査中の孔径の異

なる（76, 86, 116, 146, 200mm）水平孔 5 本（99SI-01～05 孔）及び北延 NATM 坑道の既存

の水平ボーリング孔（MA-3 孔, 98SI-04～05 号孔）の崩壊形状を計測した 100)。 
2003 年度に，北延 NATM 坑道周辺の堆積軟岩に掘削した裸孔の水平試錐孔において観察さ

れた孔壁崩壊現象のメカニズムの研究を実施した 101)。 
③ 工業技術院資源環境技術総合研究所との共同研究 

この共同研究は，1989 年度から開始され，岩盤の力学的安定性に関する調査方法や評価方法

をテーマとして行われ，計画が途中で見直され変更された場合があるが，1989～1991 年度，

1992～1995 年度，1996～1997 年度，1998～2000 年度の 4 次にわたって複数年計画で実施さ

れている 102)。 
1992, 1993 年度の研究成果については，1993 年度に，共同研究基本計画書を見直し，坑道

掘削に伴う物性変化に関する評価手法の開発に関する基礎試験及び坑道掘削影響試験の事前調

査を実施し報告している 103)。 

 

 

まとめの計画案が策定された 68)。しかし，これ以降，現場での試験等は行われず，報告書等も

ない。 
② 立坑掘削影響試験 

第 2 立坑は 1990 年 1 月から 1991 年 7 月にかけて立坑掘削影響試験 69)のために掘削された

立坑である（工事の竣工・立坑完成は 1991 年 9 月）70)。立坑の内径は 6m，深さは 152.3m で

ある。月吉断層は，深度約 90m に位置する第 2 計測坑道，深度約 115～130m で第 2 立坑，深

度約 140m に位置する下盤連絡坑道と，それぞれ交差する。 
1988 年度に立坑掘削影響試験の計画案を検討している 71)。1989 年度から 1990 年度にかけ

て，第 2 立坑の掘削前から深さ 25m までの工事期間の調査・試験を実施しており，1989 年 11
月～1990 年 1 月に弾性波探査，1990 年 1 月 17 日～6 月 29 日に岩盤変位測定（傾斜計），1990
年 2 月 28 日～5 月 9 日に支保の調査・試験が実施された 72)。これに引き続き，第 2 立坑の掘

削を進め，覆工と周辺岩盤の挙動の測定及び力学・水理学的特性の変化の測定を実施した 73,74)。

1990 年 4～7 月に，立坑掘削影響試験について広報用の技術資料を作成することを目的として，

第 2 立坑周辺の 3 次元地質構造モデルを CAD（Computer Aided Design）システムにより作

成している 75)。1991 年度には，第 2 立坑の掘削を坑底まで進め，覆工と周辺岩盤の挙動の測

定及び力学的・水理学的特性の変化の調査・試験を継続 76,77)し，立坑掘削に伴う周辺岩盤の変

形挙動を把握するために，立坑の 4 つの断面（GL-54.5m, 67.2m, 112.6m, 133.0m）で地中変

位を計測した 70)。1992 年度に，岩盤変位に関して，既存の 3 次元有限要素法を用いて断層を

考慮した数値解析を実施し，既存手法の適用性を検討している 78)。 
③ 第 2 立坑第 1 計測坑道での研究 

1994 年度に，第 2 立坑第 1 計測坑道において，掘削影響研究の予備調査を実施した 79,80)。

1995 年度は予備調査の一部分として，水理学的ゆるみ領域測定装置を用いて P1-2 号孔で透水

試験を実施した 81)。1996 年 11 月 25, 26 日には，ボアホールテレビジョン装置による TF-1 号

孔の坑内壁面観察を実施している 82)。この研究は新たな坑道掘削等は行われておらず，この後

は報告書等もない。 
 
4.1.5 力学研究 

岩盤の応力や強度，変形といった力学特性に関する研究の多くは，掘削影響試験の中で行わ

れたが，初期応力や長期挙動等については，掘削影響試験とは別に，外部専門家と共同研究等

によっても行われた。 
①  初期応力に関する研究 83,84) 

1991 年 3 月 29 日～6 月 28 日に，第 2 立坑第 1 計測坑道（地表下 45.5m）において，電力

中央研究所方式応力解放法（ひずみ計埋設法）により岩盤応力が測定されている 85)。1992 年

度には，TM-1 を利用して水圧破砕試験を行い，初期応力の深度勾配を深さ 200m にわたって

測定した 86)。1993 年 12 月 6 日～1994 年 3 月 18 日（現場測定）には，電中研方式応力解放法

（ひずみ計埋設法）により，北延 NATM 坑道で初期地圧を測定している 50)。 
1997 年度には，東濃鉱山用地内の TM-2 孔において，水圧破砕法による初期応力測定が実施

され 87)，その一環で，物理検層（1998 年 1 月 26～29 日と 3 月 10, 11 日に実施）やボアホー
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1994 年度から掘削に伴う物性変化に関する評価手法の開発を目的とした研究を開始してお

り，1994, 1995 年度分を合わせて報告している 104)。 
1997 年度は東濃鉱山の堆積性軟岩を対象として，室内試験では腐食環境を含む地下水環境

における破壊挙動について検討し，原位置試験では掘削後の比抵抗トモグラフィー調査を行い，

坑道掘削が周辺岩盤に与える影響と調査手法の有効性について検討した 105)。 
1998 年度から第 4 フェーズとして岩盤空洞の安定性に関する評価方法の検討というテーマ

で研究を開始し，1998 年度は，坑道周辺の 2 次応力測定を実施するとともに，測定地点の岩石

の鉱物モード分析を実施 106)し，1999 年度は，東濃鉱山の地表から掘削した深度約 200m のボ

ーリング孔において，AE 法，DRA による 3 次元初期応力測定及び AE 法と水圧破砕法による

初期応力測定を実施した 107)。2000 年度には，東濃鉱山の堆積岩（明世累層）を用いて 3 軸応

力下での AE 法及び DRA による応力値の推定を実施した 102)。 
 
4.1.6 調査技術・機器開発 
① 地下水水質連続モニタリング装置 

坑道から掘削された試錐孔において長期にわたり無人で連続的に物理化学パラメータを測

定・記録できる装置として，地下水水質連続モニタリング装置を製作した 108)。1995 年度に 2
台目を製作している 109)。 
②  水理学的ゆるみ領域計測装置 

従来の装置では難しかった水理学的ゆるみ領域の範囲と性状を評価する装置を開発し，1992
年 6 月 3～24 日に東濃鉱山調査坑道内で基礎試験を実施した 110)。この水理学的ゆるみ領域計

測装置を用いて，1992 年（報告書では平成 3（1991）年となっている）1 月 21 日～3 月 25 日

（調査期間）に，北延 NATM 坑道内で，岩盤における間隙水圧測定及び透水試験を実施した 111)。 
この水理学的ゆるみ領域計測装置を，同一試錐孔内で深度方向に 5 区間の測定が可能で，透

水試験に影響を与える試験水中の溶存気体を事前に脱気できる構造に改良し，1993 年 3 月 1～
11 日に坑内で適用試験を実施した 112)。1992 年度に改良を加えた水理学的ゆるみ領域計測装置

を更に改良し，1994 年 2 月 7～16 日及び 5 月 9～13 日で現場試験を実施している 113)。 
③ 不飽和領域の計測手法 114) 

1997 年 11 月 5～7 日には，1993 年度から行っている不飽和領域の計測手法の一環で，北延

NATM 連絡坑道の TFA-1 号孔において，物理検層（電気・音波・密度・中性子検層の他，温

度・孔径・ガンマー線検層の 7 種類）が実施された 115)。1997 年度は，明世累層凝灰質砂岩を

対象に，原位置において，孔間レーダーを用いた予備検討的な計測と，TDR（Time-Domain 
Reflectometry）プローブの設置と計測が実施された 116)。 

1998 年度には，不飽和領域の計測手法として孔間レーダー及び TDR 法による室内及び原位

置試験を実施している 66)。 
2003 年 1 月 6～10 日（現場計測期間）には，比誘電率等に関する情報を得るために，第 2

計測坑道において孔間連続波レーダー計測，NATM 坑道において地表連続波レーダー計測を実

施した 117)。 
2004 年 3 月 12 日までの実施期間で，電磁波を用いた原位置計測結果を評価する基礎データ
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を得るため，NATM 坑道の壁面に掘削した試錐孔のコアを用いて室内で比誘電率を計測し 118)，

NATM 坑道において孔間連続波データ，坑道壁面近傍の間隙水圧を計測した 119)。 
2003 年度には，北延 NATM 坑道において，パッカー式プローブを用いた TDR による比誘

電率計測を実施している 120)。 
④ 深度 1000m 対応の応力解放法による初期応力測定プローブ 

2001 年度に，1996 年度から開発した深度 1000m 対応の応力解放法による初期応力測定プ

ローブを測定孔の孔底に運搬し，孔底にて切り離す装置を設計・製作し，北延 NATM 坑道に掘

削した HQ ボーリング孔の深度 13.5m，18.2m 及び 19.4m において原位置適用試験を実施し

た 121)。 
2002 年度は，ワイヤラインタイプのプローブ運搬・切り離し装置を開発し，02SE-04 号孔に

おいて深部岩盤における初期応力測定プローブの原位置適用試験を実施した 122)。 
2003 年度には，東濃鉱山内の 02SE-04 孔において，初期応力測定プローブの原位置適用試

験を実施した 123)。 
⑤ その他  

1987 年度に，坑内で使用するタイプ A と呼ばれるトレーサー試験用地下水採水装置を開発

した 124)。 
1991 年度に，1990 年度までに開発して東濃鉱山で利用している多点式蒸発量計測装置を改

良し，軽量・小型化した装置を製作した 125)。 
 
4.1.7 計画書，報告書，報告会等 

1997 年 7 月 17, 18 日にセラトピア土岐で行われた平成 9（1997）年度地層科学研究情報交

換会において，東濃鉱山における試験研究について報告された 126)。 
1998 年度に東濃鉱山における調査試験研究基本計画書が策定されている 9)。 
1999 年 12 月 6, 7 日にセラトピア土岐で行われた平成 11（1999）年度地層科学研究情報・

意見交換会で，東濃鉱山での調査試験研究について 1996～1998 年度の成果を報告した 127)。 
1999 年度に，東濃鉱山における調査研究試験の 1999 年度及び 2000 年度の計画を取りまと

め 128,129)，1999 年度に実施した内容及び成果を取りまとめている 130)。 
2001 年度に，1998 年 10 月に策定した「東濃鉱山における調査試験研究基本計画書」に基づ

き，2001 年度に実施する調査試験研究計画の詳細を示す計画書を策定した 131)。また，「東濃鉱

山における調査試験研究基本計画書」及び「東濃鉱山における調査試験研究年度計画書（平成

12 年度）」に基づき，2000 年度に実施した各調査試験研究の実施内容及び成果を取りまとめ 

た 132)。 
2002 年度に，2002 年度に実施する調査試験研究計画の詳細を示す計画書を策定 133)し，東

濃鉱山とその周辺域において実施している調査試験研究の 2001 年度に得られた主な成果の概

要を取りまとめている 134)。また，東濃地科学センターで実施している地層科学研究に関し，

2000 年 1 月～2002 年 3 月の間の公開文献を対象に，公開文献リストを作成している 135)。 
2003 年度に，2003 年度に実施する調査試験研究計画の詳細を示す計画書を策定 136)し，東

濃鉱山とその周辺域において実施している調査試験研究の 2002 年度に得られた主な成果の概

 

 

1994 年度から掘削に伴う物性変化に関する評価手法の開発を目的とした研究を開始してお

り，1994, 1995 年度分を合わせて報告している 104)。 
1997 年度は東濃鉱山の堆積性軟岩を対象として，室内試験では腐食環境を含む地下水環境

における破壊挙動について検討し，原位置試験では掘削後の比抵抗トモグラフィー調査を行い，

坑道掘削が周辺岩盤に与える影響と調査手法の有効性について検討した 105)。 
1998 年度から第 4 フェーズとして岩盤空洞の安定性に関する評価方法の検討というテーマ

で研究を開始し，1998 年度は，坑道周辺の 2 次応力測定を実施するとともに，測定地点の岩石

の鉱物モード分析を実施 106)し，1999 年度は，東濃鉱山の地表から掘削した深度約 200m のボ

ーリング孔において，AE 法，DRA による 3 次元初期応力測定及び AE 法と水圧破砕法による

初期応力測定を実施した 107)。2000 年度には，東濃鉱山の堆積岩（明世累層）を用いて 3 軸応

力下での AE 法及び DRA による応力値の推定を実施した 102)。 
 
4.1.6 調査技術・機器開発 
① 地下水水質連続モニタリング装置 

坑道から掘削された試錐孔において長期にわたり無人で連続的に物理化学パラメータを測

定・記録できる装置として，地下水水質連続モニタリング装置を製作した 108)。1995 年度に 2
台目を製作している 109)。 
②  水理学的ゆるみ領域計測装置 

従来の装置では難しかった水理学的ゆるみ領域の範囲と性状を評価する装置を開発し，1992
年 6 月 3～24 日に東濃鉱山調査坑道内で基礎試験を実施した 110)。この水理学的ゆるみ領域計

測装置を用いて，1992 年（報告書では平成 3（1991）年となっている）1 月 21 日～3 月 25 日

（調査期間）に，北延 NATM 坑道内で，岩盤における間隙水圧測定及び透水試験を実施した 111)。 
この水理学的ゆるみ領域計測装置を，同一試錐孔内で深度方向に 5 区間の測定が可能で，透

水試験に影響を与える試験水中の溶存気体を事前に脱気できる構造に改良し，1993 年 3 月 1～
11 日に坑内で適用試験を実施した 112)。1992 年度に改良を加えた水理学的ゆるみ領域計測装置

を更に改良し，1994 年 2 月 7～16 日及び 5 月 9～13 日で現場試験を実施している 113)。 
③ 不飽和領域の計測手法 114) 

1997 年 11 月 5～7 日には，1993 年度から行っている不飽和領域の計測手法の一環で，北延

NATM 連絡坑道の TFA-1 号孔において，物理検層（電気・音波・密度・中性子検層の他，温

度・孔径・ガンマー線検層の 7 種類）が実施された 115)。1997 年度は，明世累層凝灰質砂岩を

対象に，原位置において，孔間レーダーを用いた予備検討的な計測と，TDR（Time-Domain 
Reflectometry）プローブの設置と計測が実施された 116)。 

1998 年度には，不飽和領域の計測手法として孔間レーダー及び TDR 法による室内及び原位

置試験を実施している 66)。 
2003 年 1 月 6～10 日（現場計測期間）には，比誘電率等に関する情報を得るために，第 2

計測坑道において孔間連続波レーダー計測，NATM 坑道において地表連続波レーダー計測を実

施した 117)。 
2004 年 3 月 12 日までの実施期間で，電磁波を用いた原位置計測結果を評価する基礎データ
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要を取りまとめた 137)。 
2004 年度は，東濃鉱山とその周辺域において実施している調査試験研究の最終年度となる

2003 年度に得られた主な成果の概要を取りまとめた 138)。 
2006 年 10 月 19, 20 日に岐阜県瑞浪市で開催した「平成 18 年度東濃地科学センター地層科

学研究情報・意見交換会」で，第 2 次取りまとめ以降の東濃鉱山における調査試験研究の経緯

をポスター発表した 10)。 
 
4.1.8 陸域地下構造フロンティア研究 

岐阜県東濃鉱山及び神岡鉱山を活用して，1996 年度から，科学技術庁（当時）による地震総

合フロンティア研究の一環として，地下深部での地殻の動きに着目し，地震発生機構の解明を

目指すとともに，新たな地震観測手法の開発を行う「陸域地下構造フロンティア研究」を開始

した 139,140)。 
1998 年 10 月 21 日～1999 年 3 月 19 日（業務期間）には，連続波を用いた電磁波調査機器

（連続波レーダー装置（電磁アクロス））の実験機を試作し，東濃鉱山において性能試験を実施

した 141)。 
2000 年度には，1996 年度から 2000 年度に実施した第 1 フェーズの研究成果を取りまとめ

た 139)。 
2006 年度に，陸域地下構造フロンティア研究プロジェクトとして，1996 年 6 月から 2006

年 3 月まで東濃地科学センターが主体となって行ってきたアクロス研究について，東濃鉱山の

テストサイトで行われた様々な研究を中心に紹介した成果報告書を発行している 142)。 
 
4.1.9 データの取りまとめ，解析への活用等 

東濃鉱山での現場作業は行われていないが，東濃鉱山で取得された，地質，水理，地球化学，

力学といった様々な分野のデータが，データ集として取りまとめられている。これらの一部は，

地層処分研究開発の第 2 次取りまとめの基礎となる報告書にもなっている。品質管理された

様々な分野の物性等が揃っていることから，解析手法の開発・改良・検証等にも活用 143,144)さ

れている。 

1992 年度には，東濃鉱山の周辺監視区域内で 1990 年 1～12 月に測定した 1 年分の土壌水

分観測データを用いて，土壌水分挙動解析が行われている 145)。 
1999 年度に，東濃鉱山の新第三紀堆積岩で測定されたデータに基づいて不均質連続体モデ

ルを構築し，多孔質岩盤モデルによる核種移行評価手法とその評価に活用されている 146)。同

年度には，東濃鉱山の第三紀堆積岩中の地下水に関して，地下水の起源と地下水-岩石反応の進

展を考慮した地球化学平衡モデルをもとに，地下水水質のモデル化が試行されている 147)。さ

らに，我が国における地下深部の岩盤が有する一般的な熱的及び力学的性質を理解するため，

文献調査及び釜石鉱山と東濃鉱山における調査・試験によりデータを収集し，岩種ごとの物性

の頻度分布や物性間の相関関係などについて検討している 148)。 
2000 年 2 月 2 日～3 月 16 日（業務実施期間）には，東濃鉱山等で 1989 年以来取得してき

た気象観測データと他機関による気象観測データとを比較し，データの信頼性の検証と水収支
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法に適する降雨量の設定方法を検討し，欠測のため算定されていなかった 1998 年度の蒸発散

量を補完している 149)。また，既往の文献並びに釜石鉱山や東濃鉱山で実施した調査試験結果

をもとに，我が国における地下の岩盤の水理特性に関して取りまとめている 150)。外部有識者

による「深部地質環境の調査・解析技術の体系化に関する研究委員会」の平成 11（1999）年度

の研究では，東濃鉱山や正馬様洞を含む領域における河川流量解析結果の物理的意味を検討し

た 151)。 
2000 年 5 月 24 日～8 月 31 日（作業期間）には，1989 年 9 月から行われている土壌水分・

地下水位観測について，正馬川モデル流域と東濃鉱山流域の調査・観測結果を比較し，東濃鉱

山流域における観測結果の妥当性を検討した 152)。2000 年 12 月 14 日～2001 年 3 月 15 日（実

施期間）には，2 次元の地質環境の不均一性を具体的に評価する手法や手順を明確にするため，

東濃鉱山周辺の地質環境データによる例題演習が行われた 153)。 
2004 年 1 月 14 日～2004 年 3 月 10 日（業務期間）には，地震活動等に伴う岩盤内の水理変

化を解明することを目的に，1989 年頃からの東濃鉱山及びその周辺の試錐孔を利用した地下

水観測及び地殻変動観測データの整理・解析等が実施されている 154)。この年度には，2003 年

4 月まで 15 年以上にわたって得られた東濃地域の地下水，表層水，天水の地球化学特性データ 

約 350試料分についてまとめたデータ集が作成されている 155)。また，1988年以降の北延NATM 
坑道や第 2 立坑で行った坑道掘削影響試験等で取得した瑞浪層群堆積岩の物理・力学特性に関

するデータが取りまとめられている 156)。 
2004 年度には，広域地下水流動研究の東濃鉱山流域等での表層水理観測において，2001～

2003 年度に得られたデータについて欠測や異常値を示すデータの補正・補完を行い，補正・補

完前後のデータ集が取りまとめられている 157)。 
 
4.1.10 その他の研究開発等 

1988 年度に，電磁法を用いた精密電気探査法開発のために，北延坑道に信号ループを設置し

現地測定を実施した 158)。 
1995 年 7 月 26 日～11 月 10 日（作業期間）で，東濃鉱山周辺に点在する試錐孔について，

その緯度・経度及び標高を測定し，試錐孔毎の成果表と試錐孔位置図が作成されている 159)。 
1999 年度に，「日本のウラン資源 1)，日本のウラン資源（Ⅱ）2)」及び「東濃とその周辺地域

のウラン資源（PNC TN 7420 95-005,1995 年 9 月）」に記載している岐阜県東濃地域の試錐探

鉱に係わる記録集の一部として，東濃鉱山及び正馬様用地内で採鉱技術開発として掘削した坑

内試錐（1～12 号，Rn1～5 号）及びインプレースリーチング試験用試錐（坑内 1～9 号，AI1
～12 号）の試錐検層柱状図などを取りまとめ製本し収録したものが発刊された 8)。 
 
4.1.11 鉱山管理 
① 通気管理 

1989 年 2 月の金属鉱山等保安規則改正に伴う周辺監視区域設定のため，1989 年 5 月 1 日～

1990 年 1 月 12 日にガス拡散実験を実施 160)し，1990 年 1 月～3 月に実施した対策と測定結

果，並びに平成元年 4 月以降取得した各種の資料に基づき，鉱山活動による放射線及び放射性

 

 

要を取りまとめた 137)。 
2004 年度は，東濃鉱山とその周辺域において実施している調査試験研究の最終年度となる

2003 年度に得られた主な成果の概要を取りまとめた 138)。 
2006 年 10 月 19, 20 日に岐阜県瑞浪市で開催した「平成 18 年度東濃地科学センター地層科

学研究情報・意見交換会」で，第 2 次取りまとめ以降の東濃鉱山における調査試験研究の経緯

をポスター発表した 10)。 
 
4.1.8 陸域地下構造フロンティア研究 

岐阜県東濃鉱山及び神岡鉱山を活用して，1996 年度から，科学技術庁（当時）による地震総

合フロンティア研究の一環として，地下深部での地殻の動きに着目し，地震発生機構の解明を

目指すとともに，新たな地震観測手法の開発を行う「陸域地下構造フロンティア研究」を開始

した 139,140)。 
1998 年 10 月 21 日～1999 年 3 月 19 日（業務期間）には，連続波を用いた電磁波調査機器

（連続波レーダー装置（電磁アクロス））の実験機を試作し，東濃鉱山において性能試験を実施

した 141)。 
2000 年度には，1996 年度から 2000 年度に実施した第 1 フェーズの研究成果を取りまとめ

た 139)。 
2006 年度に，陸域地下構造フロンティア研究プロジェクトとして，1996 年 6 月から 2006

年 3 月まで東濃地科学センターが主体となって行ってきたアクロス研究について，東濃鉱山の

テストサイトで行われた様々な研究を中心に紹介した成果報告書を発行している 142)。 
 
4.1.9 データの取りまとめ，解析への活用等 

東濃鉱山での現場作業は行われていないが，東濃鉱山で取得された，地質，水理，地球化学，

力学といった様々な分野のデータが，データ集として取りまとめられている。これらの一部は，

地層処分研究開発の第 2 次取りまとめの基礎となる報告書にもなっている。品質管理された

様々な分野の物性等が揃っていることから，解析手法の開発・改良・検証等にも活用 143,144)さ

れている。 

1992 年度には，東濃鉱山の周辺監視区域内で 1990 年 1～12 月に測定した 1 年分の土壌水

分観測データを用いて，土壌水分挙動解析が行われている 145)。 
1999 年度に，東濃鉱山の新第三紀堆積岩で測定されたデータに基づいて不均質連続体モデ

ルを構築し，多孔質岩盤モデルによる核種移行評価手法とその評価に活用されている 146)。同

年度には，東濃鉱山の第三紀堆積岩中の地下水に関して，地下水の起源と地下水-岩石反応の進

展を考慮した地球化学平衡モデルをもとに，地下水水質のモデル化が試行されている 147)。さ

らに，我が国における地下深部の岩盤が有する一般的な熱的及び力学的性質を理解するため，

文献調査及び釜石鉱山と東濃鉱山における調査・試験によりデータを収集し，岩種ごとの物性

の頻度分布や物性間の相関関係などについて検討している 148)。 
2000 年 2 月 2 日～3 月 16 日（業務実施期間）には，東濃鉱山等で 1989 年以来取得してき

た気象観測データと他機関による気象観測データとを比較し，データの信頼性の検証と水収支

JAEA-Review 2022-006

- 21 -



 

 

物質の周辺監視区域での実効線量当量の評価について総括している 161)。この間，通気の入気

と排気を変更し，1989 年 9 月 2 日から通気立坑からの排気を開始した。 
1998 年度に，坑内通気の主要扇風機の故障時に予備扇風機への運転切替えを迅速に行うた

め，自動運転切替装置として「通気立坑主要扇風機自動交換装置」を設計・製作した 162)。 
1999 年度に，自然通気圧の変動と，坑内全体の通気挙動及び温湿度環境を解析して，坑内に

おける定常状態及び非定常状態の季節変動を考慮した坑内通気状況を予測した 163)。 
2003 年度に，通気管理を行うため坑内 5 箇所で連続観測しているサーミスタ風速計の測定

値から平均風速を求めるための位置校正係数を評価するため，2003 年 10 月 31 日～2004 年 1
月 23 日の間，本延坑道 160m において同一断面上に配置した 38 測点で風速測定を行い，その

結果を統計処理して風速の分布を解析し，同地点での位置校正係数を評価した 164)。 
② 環境調査 

東濃鉱山環境調査第 3 者チェックとして，1991 年度から 2000 年度まで（報告書はこの間の

ものが登録されているが，報告書には，「調査坑道の開坑前の昭和 46（1971）年度以来，継続

して実施している」との記述がある。），中部事業所（現在は東濃地科学センター）が測定した

データと比較するため，早稲田大学に依頼して，調査坑々内外のラドン及びその娘核種の濃度

の測定，調査坑周辺の大気中の粉塵，河川水，飲料水，土壌，生物等の試料を採取しウラン，

ラジウム等の含有量の分析測定を実施している 165~174)。 
③ 排水処理の合理化 

1991 年度に，インプレースリーチング跡地から湧出する坑水の処理プロセスを合理化する

目的で現場試験を実施 6)し，東濃鉱山に適合した水処理技術の調査を実施した 175)。 
④ もんじゅ事故を契機とした安全対策 

平成 7（1995）年 12 月 8 日のもんじゅ事故を契機として，施設の安全管理が最重要視され，

経年変化対応として，以下の鉱山施設の整備を実施している 176)。 
平成 8（1996）年 12 月 6 日～21 日：警備所移設 
平成 8 年 6 月 21 日～27 日：調査立坑巻上機ブレーキ調整 
平成 9（1997）年 3 月 24 日～10 月 22 日：坑内ケーブル更新工事 
平成 9 年 3 月 28 日～6 月 30 日：沈殿池横山留工事 
平成 9 年 3 月 28 日～6 月 30 日：坑口バック室 pH 調整槽の整備 
平成 9 年 3 月 28 日～9 月 30 日：沈殿池塗膜防水工事 
平成 9 年 3 月 28 日～9 月 30 日：沈殿池テント工事 
平成 9 年 3 月 28 日～9 月 30 日：鉱山入口整備工事 
平成 9 年 3 月 28 日～11 月 30 日：調査立坑周り整備 
平成 9 年 3 月 28 日～平成 10（1998）年 1 月 31 日：総合管理棟新築工事 

⑤ 鉱山管理システムの開発 
1997 年度から鉱山管理システムを開発した。1997 年度に，「事故対策支援サブシステム」，

「平時管理サブシステム」，「モニタリングサブシステム」の 3 つのサブシステムから成る鉱山

管理システムの基本設計を実施 177)し，「事故対策支援サブシステム」と「平時管理サブシステ

ム」のデータベース関連の詳細設計を実施した 178)。鉱山管理システムを，「サーバクライアン
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トシステム」，「Web システム」，「入坑管理システム」の 3 つのシステムの形態に大別して，保

守，運用方法を取りまとめ 179)，鉱山管理システムの Web 公開機能及び追加機能拡張部分を設

計した 180)。 
1998 年度には東濃鉱山坑内外モニタリングシステムの機能を拡充している 181)。 

⑥ その他 
1994 年度に，東濃鉱山道路の詳細設計と周辺道路の概略設計を実施した 182)。 
1997 年度に，捨石たい積場の測量及び土量計算を行い，許容体積量を平成 9（1997）年 12

月 31 日現在で 1174.55m3 と算定した 183)。 
2003 年 9 月～2004 年 2 月（作業スケジュール）に，東濃鉱山をモデル化して，瑞浪超深地

層研究所のために開発した避難ルート検索システムと基本機能の検証を実施した 184)。 
 
4.1.12 閉山措置 

2010 年度に発行された閉山措置計画書 185)によると，地層科学研究並びに鉱業活動が終了し

た 2004 年度以降の経緯は以下の通りである。 
************************************************************************************ 

平成 16（2004）年 3 月：東濃鉱山における地層科学研究を終了 
平成 16 年 9 月：中部経済産業局に鉱業法第 62 条第 3 項に基づく事業休止の申請，中部近

畿鉱山保安監督部に行政指導に基づく休閉山実施計画書の提出 
平成 16 年 10 月：事業休止の認可（平成 16 年 10 月 1 日から平成 18 年 9 月 30 日） 
平成 17（2005）年 9 月：東濃鉱山の閉山措置に関する調査を実施（第 2 立坑を存続し， 

閉山する場合の課題並びに設計条件を検討） 
平成 18（2006）年 3 月：東濃鉱山閉山措置概念設計を実施（上記調査結果に基づく設計 

（計画）仕様の検討） 
平成 18 年 9 月：中部経済産業局に鉱業法第 62 条第 3 項に基づく事業休止の申請 
平成 18 年 10 月：事業休止の認可（平成 18 年 10 月 1 日から平成 20 年 9 月 30 日） 
平成 19（2007）年 3 月：東濃鉱山閉山措置設計を実施（現地調査，測量及び工事設計； 

捨石集積場，調査立坑・坑道危害防止） 
平成 20（2008）年 3 月：東濃鉱山閉山措置設計を実施（工事設計；坑道閉塞プラグ，調査

立坑及び通気立坑閉塞，上盤連絡坑道補強） 
平成 20 年 9 月：中部経済産業局に鉱業法第 62 条第 3 項に基づく事業休止の申請 
平成 20 年 10 月：事業休止の認可（平成 20 年 10 月 1 日から平成 22 年 9 月 30 日） 
平成 21（2009）年 1 月：東濃鉱山閉山措置設計を実施（設計検討；通気，排水，監視施設

等，概算工事費積算） 
平成 21 年 10 月：東濃鉱山閉山措置に関する設計変更を実施（鉱山全域を閉山する場合の

設計及び概算工事費積算） 
平成 21 年 12 月：東濃鉱山周辺における環境影響評価を実施（東濃鉱山閉山措置に係わる

環境影響要因の検討並びに詳細調査） 
************************************************************************************ 

 

 

物質の周辺監視区域での実効線量当量の評価について総括している 161)。この間，通気の入気

と排気を変更し，1989 年 9 月 2 日から通気立坑からの排気を開始した。 
1998 年度に，坑内通気の主要扇風機の故障時に予備扇風機への運転切替えを迅速に行うた

め，自動運転切替装置として「通気立坑主要扇風機自動交換装置」を設計・製作した 162)。 
1999 年度に，自然通気圧の変動と，坑内全体の通気挙動及び温湿度環境を解析して，坑内に

おける定常状態及び非定常状態の季節変動を考慮した坑内通気状況を予測した 163)。 
2003 年度に，通気管理を行うため坑内 5 箇所で連続観測しているサーミスタ風速計の測定

値から平均風速を求めるための位置校正係数を評価するため，2003 年 10 月 31 日～2004 年 1
月 23 日の間，本延坑道 160m において同一断面上に配置した 38 測点で風速測定を行い，その

結果を統計処理して風速の分布を解析し，同地点での位置校正係数を評価した 164)。 
② 環境調査 

東濃鉱山環境調査第 3 者チェックとして，1991 年度から 2000 年度まで（報告書はこの間の

ものが登録されているが，報告書には，「調査坑道の開坑前の昭和 46（1971）年度以来，継続

して実施している」との記述がある。），中部事業所（現在は東濃地科学センター）が測定した

データと比較するため，早稲田大学に依頼して，調査坑々内外のラドン及びその娘核種の濃度

の測定，調査坑周辺の大気中の粉塵，河川水，飲料水，土壌，生物等の試料を採取しウラン，

ラジウム等の含有量の分析測定を実施している 165~174)。 
③ 排水処理の合理化 

1991 年度に，インプレースリーチング跡地から湧出する坑水の処理プロセスを合理化する

目的で現場試験を実施 6)し，東濃鉱山に適合した水処理技術の調査を実施した 175)。 
④ もんじゅ事故を契機とした安全対策 

平成 7（1995）年 12 月 8 日のもんじゅ事故を契機として，施設の安全管理が最重要視され，

経年変化対応として，以下の鉱山施設の整備を実施している 176)。 
平成 8（1996）年 12 月 6 日～21 日：警備所移設 
平成 8 年 6 月 21 日～27 日：調査立坑巻上機ブレーキ調整 
平成 9（1997）年 3 月 24 日～10 月 22 日：坑内ケーブル更新工事 
平成 9 年 3 月 28 日～6 月 30 日：沈殿池横山留工事 
平成 9 年 3 月 28 日～6 月 30 日：坑口バック室 pH 調整槽の整備 
平成 9 年 3 月 28 日～9 月 30 日：沈殿池塗膜防水工事 
平成 9 年 3 月 28 日～9 月 30 日：沈殿池テント工事 
平成 9 年 3 月 28 日～9 月 30 日：鉱山入口整備工事 
平成 9 年 3 月 28 日～11 月 30 日：調査立坑周り整備 
平成 9 年 3 月 28 日～平成 10（1998）年 1 月 31 日：総合管理棟新築工事 

⑤ 鉱山管理システムの開発 
1997 年度から鉱山管理システムを開発した。1997 年度に，「事故対策支援サブシステム」，

「平時管理サブシステム」，「モニタリングサブシステム」の 3 つのサブシステムから成る鉱山

管理システムの基本設計を実施 177)し，「事故対策支援サブシステム」と「平時管理サブシステ

ム」のデータベース関連の詳細設計を実施した 178)。鉱山管理システムを，「サーバクライアン
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2006 年度に，東濃鉱山では平成 2003 年度で鉱業活動が終了したことから，原子力機構の中

期計画（平成 17（2005）年度～平成 21（2009）年度）に従い閉山措置に関する計画を検討し，

その内容について取りまとめた 185)。 
2010 年度には，閉山措置の一環として，坑道，捨石集積場及び鉱業廃棄物埋立場の措置に伴

い行った線量計算の技術的な妥当性を検討していただくため，外部有識者による「東濃鉱山安

全性評価検討委員会」を設置した 186)。 
2012 年度に，東濃鉱山閉山措置計画について，施設・設備の具体的措置内容に関し実施計画

を作成した 187)。閉山措置に伴う周辺環境への影響の検討の一環として，捨石集積場の捨石，鉱

業廃棄物埋立場の鉱業廃棄物，坑道に充填する鉱石と捨石に起因する一般公衆に対する被ばく

線量を検討した 188)。 
2013 年度に，2011 年 2 月 23 日から 2012 年 1 月 18 日の間に 6 回行われた「東濃鉱山安全

性評価検討委員会」の会議資料を取りまとめた 186)。また，東濃鉱山の閉山措置に関連する技術

的事項及び周辺環境のモニタリング状況について審議検討を行うため，東濃鉱山閉山措置技術

検討委員会を設置した 189)。 
2016 年度に，平成 22（2010）年 4 月から平成 27（2015）年 3 月までの第 2 期中期計画期

間に実施した廃止措置技術開発と原子力施設の廃止措置の結果に関する報告書に東濃鉱山につ

いて記載した 190)。 
2021 年度に，2013 年度から 2019 年度にかけて開催した 8 回の東濃鉱山閉山措置技術検討

委員会の会議資料を取りまとめた 189)。 
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4.2  年度毎の経緯 
以下には年度毎の経緯を示す。複数年度にわたって行われたものについては原則的に開始年

度に示しているが，長期にわたって行われ報告書が年度ごとに作成されているようなものは各

年度に記載している。場合によっては両方の記載があるものもある。 
 

1986 年度 
・東濃鉱山で地層科学研究を開始 9,10)  
・東濃鉱山周辺の水理機構を把握するために，SN-1 号孔において低圧岩盤透水試験（低圧ルジ

オン試験）を 4 回実施，調査期間は 1986 年 12 月 20 日～1987 年 6 月 20 日 36) 
・1986 年 12 月から 1996 年 12 月の 10 年間にわたり，東濃鉱山坑内の花崗岩岩盤中において，

非加熱条件下で，工学材料長期浸漬試験を実施 15,16,17)  
 
1987 年度 
・坑内で使用するタイプ A と呼ばれるトレーサー試験用地下水採水装置を開発 124)  
・人工バリア材料埋設試験として，金属材料の腐食試験，模擬ガラスの浸出試験等を実施 18)  
・「掘削による緩み領域の計測及び評価手法の研究開発（Ⅰ）」として，北延べ 240m 坑道先端

より長さ 30m の試験坑道（2.5×2.5m）を NATM 工法により掘削し，各種計測を実施 46) 
 
1988 年度 
・「掘削による緩み領域の計測・評価手法の研究開発（Ⅱ）」として，昨年度掘削した試験坑道

に平行して 3.0×3.0m の試験坑道を NATM 工法で掘削し，各種計測を実施，現場作業を 1988
年 10 月 17 日～1989 年 3 月 20 日に実施 46) 

・東濃鉱山周辺の水理機構を把握するために，SN-4 号孔において地下水流向流速検層，PNC
式 JFT 法による透水試験，間隙水圧試験を実施，調査期間は 1988 年 12 月 1 日～1989 年 6
月 30 日 37) 

・SN-4 号孔において低圧岩盤透水試験を実施，調査期間は 1988 年 12 月 1 日～1989 年 6 月

30 日 38) 
・1989 年 2 月 15 日付の金属鉱山等保安規則改正に伴い，1988 年 12 月～1989 年度にかけて，

通気方向を逆にして通気立坑からの排気に変更した時（1989 年 9 月 2 日から通気立坑から

の排気を開始）のラドンの拡散等を評価 160,161) 
・人工バリア材料埋設試験として第 2 試験場を開設，金属材料の腐食試験，模擬ガラスの浸出

試験等を実施 19) 
・掘削影響試験の一環として，応力解放法（オーバーコアリング法）による初期応力測定を行

い，岩盤応力の解析を，1989 年 1 月 6 日～3 月 25 日に実施 47) 
・立坑掘削影響試験の計画案を検討 71) 
・電磁法を用いた精密電気探査法開発のために，北延坑道に信号ループを設置し現地測定を実

施 158) 
・一般的なナチュラルアナログ研究の進め方とウラン鉱山（特に東濃鉱山）を利用したナチュ

 

 

2006 年度に，東濃鉱山では平成 2003 年度で鉱業活動が終了したことから，原子力機構の中

期計画（平成 17（2005）年度～平成 21（2009）年度）に従い閉山措置に関する計画を検討し，

その内容について取りまとめた 185)。 
2010 年度には，閉山措置の一環として，坑道，捨石集積場及び鉱業廃棄物埋立場の措置に伴

い行った線量計算の技術的な妥当性を検討していただくため，外部有識者による「東濃鉱山安

全性評価検討委員会」を設置した 186)。 
2012 年度に，東濃鉱山閉山措置計画について，施設・設備の具体的措置内容に関し実施計画

を作成した 187)。閉山措置に伴う周辺環境への影響の検討の一環として，捨石集積場の捨石，鉱

業廃棄物埋立場の鉱業廃棄物，坑道に充填する鉱石と捨石に起因する一般公衆に対する被ばく

線量を検討した 188)。 
2013 年度に，2011 年 2 月 23 日から 2012 年 1 月 18 日の間に 6 回行われた「東濃鉱山安全

性評価検討委員会」の会議資料を取りまとめた 186)。また，東濃鉱山の閉山措置に関連する技術

的事項及び周辺環境のモニタリング状況について審議検討を行うため，東濃鉱山閉山措置技術

検討委員会を設置した 189)。 
2016 年度に，平成 22（2010）年 4 月から平成 27（2015）年 3 月までの第 2 期中期計画期

間に実施した廃止措置技術開発と原子力施設の廃止措置の結果に関する報告書に東濃鉱山につ

いて記載した 190)。 
2021 年度に，2013 年度から 2019 年度にかけて開催した 8 回の東濃鉱山閉山措置技術検討

委員会の会議資料を取りまとめた 189)。 
 
  

JAEA-Review 2022-006

- 25 -



 

 

ラルアナログ研究の進め方について検討 23) 
 
1989 年度 
・平成元（1989）年 2 月の金属鉱山等保安規則改正に伴う周辺監視区域設定のため，1989 年

5 月 1 日～1990 年 1 月 12 日にガス拡散実験を実施 160)し，平成 2 年 1 月～3 月に実施した

対策と測定結果，並びに平成元年 4 月以降取得した各種の資料に基づき，鉱山活動による放

射線及び放射性物質の周辺監視区域での実効線量当量の評価について総括 161) 
・1989 年 5 月から，東濃鉱山の周辺地域において，表層水理観測システムを設置し，観測を実

施 39) 
・工学材料長期浸漬試験の一部として，1989 年 11 月 1 日～1990 年 10 月 26 日の約 1 年間に

わたり地下水水質を観測 15) 
・1990 年度にかけて，立坑掘削影響試験として，第 2 立坑の掘削前から深さ 25m までの工事

期間の調査・試験を実施，1989 年 11 月～1990 年 1 月に，弾性波探査，1990 年 1 月 17 日

～6 月 29 日に岩盤変位測定（傾斜計），1990 年 2 月 28 日～5 月 9 日に支保の調査・試験を

実施 72) 
・1990 年 1 月に第 2 立坑掘削開始 70) 
・東濃鉱山の周辺監視区域内で 1990 年 1～12 月に測定した 1 年分の土壌水分観測データを用

いて，1992 年度に土壌水分挙動解析を実施 145) 
・前年度に引き続き，人工バリア材料埋設試験を継続 20) 
・工業技術院資源環境技術総合研究所と，平成元（1989）年度より 3 ヵ年計画で，AE（Acoustic 

Emission）原位置計測試験と，AE 計測及び比抵抗トモグラフィーに関する室内基礎試験に

基づく試験研究について，共同研究を実施 104) 
 
1990 年度 
・1991 年 3 月 29 日～6 月 28 日に，第 2 立坑第 1 計測坑道（地表下 45.5m）において，電力

中央研究所方式応力解放法（ひずみ計埋設法）により岩盤応力を測定 85) 
・1990 年 4～7 月に，立坑掘削影響試験について，広報用の技術資料を作成することを目的と

して，第 2 立坑周辺の 3 次元地質構造モデルを CAD（Computer Aided Design）システム

により作成 75) 
・立坑掘削影響試験における地下水流動影響予測解析を実施 35) 
・前年度に引き続き，第 2 立坑の掘削を進め，覆工と周辺岩盤の挙動の測定及び力学・水理学

的特性の変化の測定を実施 73,74) 
 
1991 年度 
・水理学的ゆるみ領域の範囲と性状を評価する装置を開発し，1991 年 6 月 3～24 日に，東濃

鉱山調査坑道内で基礎試験を実施 110) 
・立坑掘削に伴う周辺岩盤の変形挙動を把握するために，第 2 立坑の 4 つの断面（GL-54.5m, 

67.2m, 112.6m, 133.0m）で地中変位を計測，1991 年 7 月に第 2 立坑掘削終了 70) 
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・1991 年 10 月～2001 年 9 月の 10 年間，掘削影響試験において設置した計測器を用いて，坑

道周辺岩盤の長期変位計測を実施し，岩盤の長期挙動を評価 45) 
・東濃鉱山とその周辺に設置された土壌水分・地下水位観測システムの落雷等に起因する異常

電圧の防止対策に係わる保守機器の作成と据え付けを実施，1991 年 11 月 18～27 日に設  

置 40) 
・1992 年 1 月 21 日～3 月 25 日の調査期間で，水理学的ゆるみ領域測定装置を使用し，北延

NATM 坑道内で，岩盤における間隙水圧測定及び透水試験を実施 111) 
・インプレースリーチング跡地から湧出する坑水の処理プロセスを合理化する目的で現場試験

を実施 6) 
・第 2 立坑の掘削を坑底まで進め，覆工と周辺岩盤の挙動の測定及び力学・水理学的特性の変

化の調査・試験を継続 76,77) 
・平成 2（1990）年度までに開発して東濃鉱山で利用している多点式蒸発量計測装置を改良し，

軽量・小型化した装置を製作 125) 
・中部事業所が測定したデータと比較するため，調査坑々内外のラドン及びその娘核種の濃度

の測定，調査坑周辺の大気中の粉塵，河川水，飲料水，土壌，生物等の試料を採取しウラン，

ラジウム等の含有量の分析測定を実施 165) 
 
1992 年度 
・平成 3（1991）年度に開発した水理学的ゆるみ領域計測装置を，同一試錐孔内で深度方向に

5 区間の測定が可能で，透水試験に影響を与える試験水中の溶存気体を事前に脱気できる構

造に改良。本装置を用いて 1993 年 3 月 1～11 日に坑内で適用試験を実施 112) 
・東濃地域における地下水の地球化学的特性を把握するために，年度を通じて，東濃鉱山第 2

立坑周辺に開削された試錐孔 7 孔において MP システムを使用して採水を実施 24) 
・北延 NATM 坑道において，ゆるみ領域を弾性波トモグラフィーによって調査するためのデ

ータ取得を目的として弾性波測定を実施 48) 
・北延 NATM 坑道で機械による掘削影響試験を開始し，計測用の坑道を掘削 49) 
・岩盤変位に関して，既存の 3 次元有限要素法を用いて断層を考慮した数値解析を実施し，既

存手法の適用性を検討 78) 
・TM-1 を利用して水圧破砕試験を行い，初期応力測定の深度勾配を深さ 200m にわたって測

定 86) 
・工業技術院資源環境技術総合研究所との共同研究について，共同研究基本計画書を見直し，

坑道掘削に伴う物性変化に関する評価手法の開発に関する基礎試験及び坑道掘削影響試験の

事前調査を実施し，平成 4, 5（1992, 1993）年度の研究成果を報告 103) 
・中部事業所では，調査坑道の開坑前の昭和 46（1971）年度以来，鉱山の開発行為が周辺環境

に及ぼす影響の有無を把握するための鉱山周辺の環境調査を継続しており，この測定したデ

ータと比較するため，平成 4（1992）年度の環境調査を実施 166) 
  

 

 

ラルアナログ研究の進め方について検討 23) 
 
1989 年度 
・平成元（1989）年 2 月の金属鉱山等保安規則改正に伴う周辺監視区域設定のため，1989 年

5 月 1 日～1990 年 1 月 12 日にガス拡散実験を実施 160)し，平成 2 年 1 月～3 月に実施した

対策と測定結果，並びに平成元年 4 月以降取得した各種の資料に基づき，鉱山活動による放

射線及び放射性物質の周辺監視区域での実効線量当量の評価について総括 161) 
・1989 年 5 月から，東濃鉱山の周辺地域において，表層水理観測システムを設置し，観測を実

施 39) 
・工学材料長期浸漬試験の一部として，1989 年 11 月 1 日～1990 年 10 月 26 日の約 1 年間に

わたり地下水水質を観測 15) 
・1990 年度にかけて，立坑掘削影響試験として，第 2 立坑の掘削前から深さ 25m までの工事

期間の調査・試験を実施，1989 年 11 月～1990 年 1 月に，弾性波探査，1990 年 1 月 17 日

～6 月 29 日に岩盤変位測定（傾斜計），1990 年 2 月 28 日～5 月 9 日に支保の調査・試験を

実施 72) 
・1990 年 1 月に第 2 立坑掘削開始 70) 
・東濃鉱山の周辺監視区域内で 1990 年 1～12 月に測定した 1 年分の土壌水分観測データを用

いて，1992 年度に土壌水分挙動解析を実施 145) 
・前年度に引き続き，人工バリア材料埋設試験を継続 20) 
・工業技術院資源環境技術総合研究所と，平成元（1989）年度より 3 ヵ年計画で，AE（Acoustic 

Emission）原位置計測試験と，AE 計測及び比抵抗トモグラフィーに関する室内基礎試験に

基づく試験研究について，共同研究を実施 104) 
 
1990 年度 
・1991 年 3 月 29 日～6 月 28 日に，第 2 立坑第 1 計測坑道（地表下 45.5m）において，電力

中央研究所方式応力解放法（ひずみ計埋設法）により岩盤応力を測定 85) 
・1990 年 4～7 月に，立坑掘削影響試験について，広報用の技術資料を作成することを目的と

して，第 2 立坑周辺の 3 次元地質構造モデルを CAD（Computer Aided Design）システム

により作成 75) 
・立坑掘削影響試験における地下水流動影響予測解析を実施 35) 
・前年度に引き続き，第 2 立坑の掘削を進め，覆工と周辺岩盤の挙動の測定及び力学・水理学

的特性の変化の測定を実施 73,74) 
 
1991 年度 
・水理学的ゆるみ領域の範囲と性状を評価する装置を開発し，1991 年 6 月 3～24 日に，東濃

鉱山調査坑道内で基礎試験を実施 110) 
・立坑掘削に伴う周辺岩盤の変形挙動を把握するために，第 2 立坑の 4 つの断面（GL-54.5m, 

67.2m, 112.6m, 133.0m）で地中変位を計測，1991 年 7 月に第 2 立坑掘削終了 70) 
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1993 年度 
・電力中央研究所方式応力解放法（ひずみ計埋設法）により，北延 NATM 坑道で初期地圧を測

定，現場測定を 1993 年 12 月 6 日～1994 年 3 月 18 日に実施 50) 
・坑内 KNA-2 孔から地下水を採取し，その化学分析とバクテリア調査を実施，調査期間は 1994

年 2 月 1 日～3 月 18 日であり，人形峠事業所が実施 28) 
・平成 3（1991）年度に開発し，平成 4（1992）年度に改良を加えた水理学的ゆるみ領域計測

装置を更に改良，1994 年 2 月 7～16 日及び 5 月 9～13 日で現場試験を実施 113) 
・東濃地域における地下水の地球化学的特性を把握するために，年度を通じて，東濃鉱山第 2

立坑周辺に開削された試錐孔 10 孔において，MP システムを使用して採水を実施 25) 
・北延 NATM 坑道で行う機械による掘削影響試験の事前調査・解析のうち平成 5（1993）年度

分を実施 49) 
・中部事業所が実施した環境調査の測定データと比較するため，平成 5（1993）年度の環境調

査を実施 167) 
 
1994 年度 
・東濃地域における地下水の地球化学的特性を把握するために，年度を通じて，東濃鉱山第 2

立坑周辺に開削された試錐孔 6 孔において，MP システムを使用して採水を実施 26) 
・平成 5（1993）年度に引き続き機械掘削による影響評価試験の事前調査・解析を実施し，坑

道掘削後の事後調査・解析の計画を検討 51,52,53) 
・第 2 立坑第 1 計測坑道において，掘削影響評価研究の予備調査を実施 79,80) 
・掘削に伴う物性変化に関する評価手法の開発を目的として，資源環境技術総合研究所との共

同研究を開始し，平成 6, 7（1994, 1995）年度分を合わせて報告 104) 
・坑道から掘削された試錐孔において長期にわたり無人で連続的に物理化学パラメータを測

定・記録できる装置として，地下水水質連続モニタリング装置を製作 108) 
・中部事業所が実施した環境調査の測定データと比較するため，平成 6（1994）年度の環境調

査を実施 168) 
・東濃鉱山道路の詳細設計と周辺道路の概略設計を実施 182) 
 
1995 年度 
・ナチュラルアナログ研究の採水のため坑内に設けられた KNA-6 号孔において，低圧ルジオ

ン試験（1995 年 7 月 6 日，9 月 14,17,20 日に試験）29)，ボアホールテレビ観察（8 月 29 日，

9 月 5, 6 日に測定）30)，物理検層（8 月 31 日，9 月 7, 8 日に測定）31)を実施 
・1995 年 7 月 10 日～1996 年 3 月 15 日に，1993 年度に掘削したボーリング孔（MS-1～3）

において，坑道掘削に伴って発生する周辺岩盤のひずみ変化の計測を実施 56) 
・東濃鉱山周辺に点在する試錐孔について，その緯度・経度及び標高を測定し，試錐孔毎の成

果表と試錐孔位置図を作成，作業期間は 1995 年 7 月 26 日～11 月 10 日 159) 
・北延 NATM 坑道で実施している機械掘削影響試験の一環で，坑道掘削後の弾性波トモグラ

フィー調査を実施，調査期間は 1995 年 12 月 8 日～1996 年 3 月 15 日 57) 
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・東濃地域における地下水の地球化学的特性を把握するために，年度を通じて，東濃鉱山内及

び周辺地域に掘削された試錐孔 6 孔において，MP システムを使用して採水を実施 27) 
・平成 5（1993）年度から北延 NATM 坑道で実施している機械掘削による影響評価試験の平

成 7（1995）年度分として，1995 年 9 月 25 日～11 月 22 日に坑道を機械（ブームヘッダー）

により掘削し，掘削中に坑道壁面の地質観察，変位測定及び振動測定を実施 54,55) 
・第 2 立坑第 1 計測坑道で行われている明世累層を対象とした掘削影響試験の予備調査の一部

分として，水理学的ゆるみ領域測定装置を用いて P1-2 号孔で透水試験を実施 81) 
・坑道から掘削された試錐孔において長期にわたり無人で連続的に物理化学パラメータを測

定・記録できる装置である地下水水質連続モニタリング装置の 2 台目を製作 109) 
・東濃地科学センターが実施した環境調査の測定データと比較するため，平成 7（1995）年度

の環境調査を実施 169) 
 
1996 年度 
・北延 NATM 坑道での機械掘削による影響評価試験の事後調査の一環として，1996 年 9 月 3

日～11 月 29 日の試験工程で，水理学的ゆるみ領域測定装置を用いて MH1～3 号孔で坑道掘

削後の透水係数等を計測 58) 
・第 2 立坑第 1 計測坑道で，1996 年 11 月 25, 26 日に，ボアホールテレビジョン装置による

TF-1 号孔の坑内壁面観察を実施 82) 
・平成 7（1995）年 12 月 8 日のもんじゅ事故を契機として，施設の安全管理が最重要視され，

経年変化対応として，平成 8（1996）年度から，以下の鉱山施設の整備を実施 176) 
平成 8（1996）年 12 月 6 日～21 日：警備所移設 
平成 8 年 6 月 21 日～27 日：調査立坑巻上機ブレーキ調整 
平成 9（1997）年 3 月 24 日～10 月 22 日：坑内ケーブル更新工事 
平成 9 年 3 月 28 日～6 月 30 日：沈殿池横山留工事 
平成 9 年 3 月 28 日～6 月 30 日：坑口バック室 pH 調整槽の整備 
平成 9 年 3 月 28 日～9 月 30 日：沈殿池塗膜防水工事 
平成 9 年 3 月 28 日～9 月 30 日：沈殿池テント工事 
平成 9 年 3 月 28 日～9 月 30 日：鉱山入口整備工事 
平成 9 年 3 月 28 日～11 月 30 日：調査立坑周り整備工事 
平成 9 年 3 月 28 日～平成 10（1998）年 1 月 31 日：総合管理棟新築工事 

・北延 NATM 坑道での機械掘削による影響評価試験の事後調査の一環として，1997 年 2 月 7
日～3 月 14 日の実施期間で，2 次応力の測定・解析を応力解放法（電中研式 8 成分ひずみ計

埋設法）により実施 59) 
・岐阜県東濃鉱山及び神岡鉱山を活用して，平成 8（1996）年度から，科学技術庁（当時）に

よる地震総合フロンティア研究の一環として，地下深部での地殻の動きに着目し，地震発生

機構の解明を目指すとともに，新たな地震観測手法の開発を行う「陸域地下構造フロンティ

ア研究」を開始 139) 
・東濃地科学センターが実施した環境調査の測定データと比較するため，平成 8（1996）年度

 

 

1993 年度 
・電力中央研究所方式応力解放法（ひずみ計埋設法）により，北延 NATM 坑道で初期地圧を測

定，現場測定を 1993 年 12 月 6 日～1994 年 3 月 18 日に実施 50) 
・坑内 KNA-2 孔から地下水を採取し，その化学分析とバクテリア調査を実施，調査期間は 1994

年 2 月 1 日～3 月 18 日であり，人形峠事業所が実施 28) 
・平成 3（1991）年度に開発し，平成 4（1992）年度に改良を加えた水理学的ゆるみ領域計測

装置を更に改良，1994 年 2 月 7～16 日及び 5 月 9～13 日で現場試験を実施 113) 
・東濃地域における地下水の地球化学的特性を把握するために，年度を通じて，東濃鉱山第 2

立坑周辺に開削された試錐孔 10 孔において，MP システムを使用して採水を実施 25) 
・北延 NATM 坑道で行う機械による掘削影響試験の事前調査・解析のうち平成 5（1993）年度

分を実施 49) 
・中部事業所が実施した環境調査の測定データと比較するため，平成 5（1993）年度の環境調

査を実施 167) 
 
1994 年度 
・東濃地域における地下水の地球化学的特性を把握するために，年度を通じて，東濃鉱山第 2

立坑周辺に開削された試錐孔 6 孔において，MP システムを使用して採水を実施 26) 
・平成 5（1993）年度に引き続き機械掘削による影響評価試験の事前調査・解析を実施し，坑

道掘削後の事後調査・解析の計画を検討 51,52,53) 
・第 2 立坑第 1 計測坑道において，掘削影響評価研究の予備調査を実施 79,80) 
・掘削に伴う物性変化に関する評価手法の開発を目的として，資源環境技術総合研究所との共

同研究を開始し，平成 6, 7（1994, 1995）年度分を合わせて報告 104) 
・坑道から掘削された試錐孔において長期にわたり無人で連続的に物理化学パラメータを測

定・記録できる装置として，地下水水質連続モニタリング装置を製作 108) 
・中部事業所が実施した環境調査の測定データと比較するため，平成 6（1994）年度の環境調

査を実施 168) 
・東濃鉱山道路の詳細設計と周辺道路の概略設計を実施 182) 
 
1995 年度 
・ナチュラルアナログ研究の採水のため坑内に設けられた KNA-6 号孔において，低圧ルジオ

ン試験（1995 年 7 月 6 日，9 月 14,17,20 日に試験）29)，ボアホールテレビ観察（8 月 29 日，

9 月 5, 6 日に測定）30)，物理検層（8 月 31 日，9 月 7, 8 日に測定）31)を実施 
・1995 年 7 月 10 日～1996 年 3 月 15 日に，1993 年度に掘削したボーリング孔（MS-1～3）

において，坑道掘削に伴って発生する周辺岩盤のひずみ変化の計測を実施 56) 
・東濃鉱山周辺に点在する試錐孔について，その緯度・経度及び標高を測定し，試錐孔毎の成

果表と試錐孔位置図を作成，作業期間は 1995 年 7 月 26 日～11 月 10 日 159) 
・北延 NATM 坑道で実施している機械掘削影響試験の一環で，坑道掘削後の弾性波トモグラ

フィー調査を実施，調査期間は 1995 年 12 月 8 日～1996 年 3 月 15 日 57) 
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の環境調査を実施 170) 
 
1997 年度 
・平成 9（1997）年 7 月 17, 18 日にセラトピア土岐で行われた平成 9（1997）年度地層科学研

究情報交換会において，東濃鉱山における試験研究について報告 126) 
・1997 年 9 月 1～5 日の実施工程で，北延 NATM 坑道の試錐孔において，真空透気試験を実

施 60) 
・北延 NATM 連絡坑道の TFA-1 号孔において，1997 年 11 月 5～7 日に，物理検層（電気・音

波・密度・中性子検層の他，温度・孔径・ガンマー線検層の 7 種類）を実施 115) 
・北延 NATM 坑道で実施している機械掘削による影響評価試験の事後調査の一環として，1997

年 12 月 3 日～1998 年 3 月 23 日の期間で，掘削衝撃のない状態の坑道近傍における 2 次応

力状態を応力解放法により測定・解析 61) 
・北延 NATM 坑道の BVP-1, 2 号孔，MVP-1, 2 号孔において，1997 年 12 月 15～17 日に，

物理検層（電気・マイクロ・音波・密度・中性子検層の他，温度・孔径・ガンマー線検層の

8 種類）を実施 62) 
・捨石たい積場の測量及び土量計算を行い，許容体積量を平成 9（1997）年 12 月 31 日現在で

1174.55m3 と算定 183) 
・北延 NATM 連絡坑道の水平試錐孔（TFA-1 号孔）において，1998 年 1 月 9 日～3 月 23 日

の調査工程で，低圧ルジオン水理試験を実施 63) 
・TM-2 孔において水圧破砕法による初期応力測定を実施 87)，その一環で，1998 年 1 月 26～

29 日と 3 月 10, 11 日に物理検層を実施 
・掘削影響領域の範囲を把握するために，北延 NATM 坑道の発破掘削区間に掘削された BVP-

2 号孔のコアを用いて，微細なクラックや空隙の分布状況を蛍光法と画像処理法によって調

査 64) 
・「初期応力測定研究」の一環として，東濃鉱山用地内に位置する TM-2 号孔を対象に，ボアホ

ールテレビジョン装置による孔内壁面観察を実施 88) 
・TM-2 孔のボーリングコアを利用して鉛直方向の初期応力分布状況を AE 法により測定 89) 
・平成 5（1993）年度から行っている岩盤中の不飽和領域をある程度定量的に把握できる計測

手法の開発の一環で，明世累層凝灰質砂岩を対象に，原位置において，孔間レーダーを用い

た予備検討的な計測と，TDR プローブの設置と計測を実施 116) 
・資源環境技術総合研究所とサイクル機構の平成 9（1997）年度の共同研究として，室内試験

で腐食環境を含む地下水環境における破壊挙動について検討し，原位置試験で掘削後の比抵

抗トモグラフィー調査を実施し，坑道掘削が周辺岩盤に与える影響と調査手法の有効性につ

いて検討 105) 
・東濃地科学センターが実施した環境調査の測定データと比較するため，平成 9（1997）年度

の環境調査を実施 171) 
・東濃鉱山に適合した水処理技術の調査を実施 175) 
・「事故対策支援サブシステム」，「平時管理サブシステム」，「モニタリングサブシステム」の 3
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つのサブシステムから成る鉱山管理システムの基本設計を実施 177) 
・鉱山管理システムのサブシステムである「事故対策支援サブシステム」と「平時管理サブシ

ステム」のデータベース関連の詳細設計を実施 178) 
・「鉱山管理システム」を開発し，「サーバクライアントシステム」，「Web システム」，「入坑管

理システム」の 3 つのシステムの形態に大別して，保守，運用方法を取りまとめ 179) 
・鉱山管理システムの Web 公開機能及び追加機能拡張部分を設計 180) 
 
1998 年度 
・連続波を用いた電磁波調査機器（連続波レーダー装置（電磁アクロス））の実験機を試作し，

東濃鉱山において性能試験を実施，業務期間は 1998 年 10 月 21 日～1999 年 3 月 19 日 141) 
・東濃鉱山の 300m×300m×深度 200m 程度の領域における初期応力状態を把握するために，

98SE-01 孔において水圧破砕法による初期応力測定を実施，1998 年 11 月 11 日に BTV，

1998 年 11 月 24～26 日に物理検層を実施 90)  
・東濃鉱山における調査試験研究基本計画書を策定 9) 
・北延 NATM 坑道を対象に掘削影響領域が周辺の水理学的挙動に及ぼす影響について検討す

るため，既往研究の調査事例の調査の他，スレーキング特性試験，鉱物含有量分析や空隙率

測定を実施 65) 
・平成 6（1994）年度に東濃鉱山北延 NATM 坑道に設置した計測機器により時間経過に伴っ

て生じる岩盤変位を計測するとともに，不飽和領域の計測手法として孔間レーダー及び TDR
法による室内及び原位置試験を実施 66) 

・東濃鉱山の 300m×300m×深度 200m 程度の領域における初期応力状態を把握するために，

98SE-01 孔のボーリングコアを利用して鉛直方向の初期応力分布状況を，AE 法を用いて測

定 91) 
・資源環境技術総合研究所とサイクル機構の共同研究の第 4 フェーズとして，岩盤空洞の安定

性に関する評価方法の検討というテーマで研究を開始し，1998 年度は，AE 法，DRA 法及

び応力解放法を用いて坑道周辺の 2 次応力測定を実施するとともに，測定地点の岩石の鉱物

モード分析を実施 106) 
・坑内通気の主要扇風機の故障時に予備扇風機への運転切替えを迅速に行うため，自動運転切

替装置として「通気立坑主要扇風機自動交換装置」を設計・製作 162) 
・東濃地科学センターが実施した環境調査の測定データと比較するため，平成 10（1998）年度

の環境調査を実施 172) 
・東濃鉱山坑内外モニタリングシステムの機能を拡充 181) 
 
1999 年度 
・平成 11（1999）年 12 月 6, 7 日に，セラトピア土岐で行われた平成 11 年度地層科学研究情

報・意見交換会で，東濃鉱山での調査試験研究の平成 8（1996）～10（1998）年度の成果を

報告 127) 
・東濃鉱山流域等で行っている水収支観測による降雨の地下への浸透量算出（水収支法）のた

 

 

の環境調査を実施 170) 
 
1997 年度 
・平成 9（1997）年 7 月 17, 18 日にセラトピア土岐で行われた平成 9（1997）年度地層科学研

究情報交換会において，東濃鉱山における試験研究について報告 126) 
・1997 年 9 月 1～5 日の実施工程で，北延 NATM 坑道の試錐孔において，真空透気試験を実

施 60) 
・北延 NATM 連絡坑道の TFA-1 号孔において，1997 年 11 月 5～7 日に，物理検層（電気・音

波・密度・中性子検層の他，温度・孔径・ガンマー線検層の 7 種類）を実施 115) 
・北延 NATM 坑道で実施している機械掘削による影響評価試験の事後調査の一環として，1997

年 12 月 3 日～1998 年 3 月 23 日の期間で，掘削衝撃のない状態の坑道近傍における 2 次応

力状態を応力解放法により測定・解析 61) 
・北延 NATM 坑道の BVP-1, 2 号孔，MVP-1, 2 号孔において，1997 年 12 月 15～17 日に，

物理検層（電気・マイクロ・音波・密度・中性子検層の他，温度・孔径・ガンマー線検層の

8 種類）を実施 62) 
・捨石たい積場の測量及び土量計算を行い，許容体積量を平成 9（1997）年 12 月 31 日現在で

1174.55m3 と算定 183) 
・北延 NATM 連絡坑道の水平試錐孔（TFA-1 号孔）において，1998 年 1 月 9 日～3 月 23 日

の調査工程で，低圧ルジオン水理試験を実施 63) 
・TM-2 孔において水圧破砕法による初期応力測定を実施 87)，その一環で，1998 年 1 月 26～

29 日と 3 月 10, 11 日に物理検層を実施 
・掘削影響領域の範囲を把握するために，北延 NATM 坑道の発破掘削区間に掘削された BVP-

2 号孔のコアを用いて，微細なクラックや空隙の分布状況を蛍光法と画像処理法によって調

査 64) 
・「初期応力測定研究」の一環として，東濃鉱山用地内に位置する TM-2 号孔を対象に，ボアホ

ールテレビジョン装置による孔内壁面観察を実施 88) 
・TM-2 孔のボーリングコアを利用して鉛直方向の初期応力分布状況を AE 法により測定 89) 
・平成 5（1993）年度から行っている岩盤中の不飽和領域をある程度定量的に把握できる計測

手法の開発の一環で，明世累層凝灰質砂岩を対象に，原位置において，孔間レーダーを用い

た予備検討的な計測と，TDR プローブの設置と計測を実施 116) 
・資源環境技術総合研究所とサイクル機構の平成 9（1997）年度の共同研究として，室内試験

で腐食環境を含む地下水環境における破壊挙動について検討し，原位置試験で掘削後の比抵

抗トモグラフィー調査を実施し，坑道掘削が周辺岩盤に与える影響と調査手法の有効性につ

いて検討 105) 
・東濃地科学センターが実施した環境調査の測定データと比較するため，平成 9（1997）年度

の環境調査を実施 171) 
・東濃鉱山に適合した水処理技術の調査を実施 175) 
・「事故対策支援サブシステム」，「平時管理サブシステム」，「モニタリングサブシステム」の 3

JAEA-Review 2022-006

- 31 -



 

 

め，渇水期（冬季）における湧水点を確認，作業期間は 2000 年 2 月 2 日～3 月 14 日 41) 
・東濃鉱山等で 1989 年以来取得してきた気象観測データと他機関による気象観測データとを

比較し，データの信頼性の検証と水収支法に適する降雨量の設定方法を検討し，欠測のため

算定されていなかった 1998 年度の蒸発散量を補完，業務実施期間は 2000 年 2 月 2 日～3 月

16 日 149) 
・北延 NATM 坑道で劣化状況調査中の孔径の異なる（76, 86, 116, 146, 200mm）水平孔 5 本

（99SI-01～05 孔）及び北延 NATM 坑道の既存の水平ボーリング孔（MA-3 孔, 98SI-04～
05 号孔）の崩壊形状を計測，計測作業期間は 2000 年 3 月 13～15 日 100) 

・「日本のウラン資源 1)，日本のウラン資源（Ⅱ）2)」及び「東濃とその周辺地域のウラン資源

（PNC TN 7420 95-005, 1995 年 9 月）」に記載している岐阜県東濃地域の試錐探鉱に係わ

る記録集の一部として，東濃鉱山及び正馬様用地内で採鉱技術開発として掘削した坑内試錐

（1～12 号，Rn1～5 号）及びインプレースリーチング試験用試錐（坑内 1～9 号，AI1～12
号）の試錐検層柱状図などを取りまとめ製本し収録したものを発刊 8) （「東濃とその周辺地

域のウラン資源（PNC TN 7420 95-005，1995 年 9 月）」は JOPSS で公開されていない） 
・平成 5（1993）年，6（1994）年に開発された間隙水圧計測システムの補修・整備及び部品の

一部追加製作を実施し，東濃鉱山北延 NATM 坑道（西側）から掘削された 99SI-06 孔及び

99SI-07 孔に設置 42) 
・月吉断層の 3次元的な形状と断層による地下水流動への影響の解明を目的に，英国の Natural 

Environment Research Council（英国自然環境研究会）に委託し，東濃鉱山とその周辺のボ

ーリングコアの記載と試料採取を実施 44) 
・3 次元的な初期応力状態の評価方法の研究のため，東濃鉱山敷地内の地表から掘削された

99SE-02 孔において水圧破砕法による初期応力測定を実施 92)  
・東濃鉱山領域を例として実施している初期応力状態の評価手法に関する研究の一環として，

99SE-02 孔から採取されるボーリングコアを利用して，鉛直方向及び水平方向の初期応力状

態を，AE 法を用いて測定 93) 
・資源環境技術総合研究所とサイクル機構は平成元（1989）年度から共同研究を実施しており，

平成 10（1998）年度からの第 4 フェーズとして，初期応力状態や 2 次応力状態の計測・評

価手法などについて検討，平成 11（1999）年度は，東濃鉱山の地表から掘削した深度約 200m
のボーリング孔において，AE 法，DRA による 3 次元初期応力測定及び AE 法と水圧破砕法

による初期応力測定を実施 107) 
・東濃鉱山における調査研究試験の平成 11（1999）年度及び平成 12（2000）年度の計画を，

取りまとめ 128,129)  
・東濃鉱山における調査研究試験の平成 11（1999）年度に実施した内容及び成果を，取りまと

め 130) 
・東濃鉱山の新第三紀堆積岩で測定されたデータに基づいて不均質連続体モデルを構築し，多

孔質岩盤モデルによる核種移行評価手法とその評価に活用 146) 
・東濃鉱山の第三紀堆積岩中の地下水に関して，地下水の起源と地下水-岩石反応の進展を考慮

した地球化学平衡モデルをもとに，地下水水質のモデル化を試行 147) 
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・我が国における地下深部の岩盤が有する一般的な熱的及び力学的性質を理解するため，文献

調査及び釜石鉱山と東濃鉱山における調査・試験によりデータを収集し，岩種ごとの物性の

頻度分布や物性間の相関関係などについて検討 148) 
・既往の文献並びに釜石鉱山や東濃鉱山で実施した調査試験結果をもとに，我が国における地

下の岩盤の水理特性に関して取りまとめ 150) 
・外部有識者による「深部地質環境の調査・解析技術の体系化に関する研究委員会」における

平成 11（1999）年度の研究において，東濃鉱山や正馬様洞を含む領域における河川流量解析

結果の物理的意味を検討 151) 
・自然通気圧の変動と，坑内全体の通気挙動及び温湿度環境を解析して，坑内における定常状

態及び非定常状態の季節変動を考慮した坑内通気状況を予測 163) 
・東濃地科学センターが実施した環境調査の測定データと比較するため，平成 11（1999）年度

の環境調査を実施 173) 
 
2000 年度 
・1989 年 9 月から行われている土壌水分・地下水位観測について，正馬川モデル流域と東濃鉱

山流域の調査・観測結果を比較し，東濃鉱山流域における観測結果の妥当性を検討，作業期

間は 2000 年 5 月 24 日～8 月 31 日 152) 
・2 次元の地質環境の不均一性を具体的に評価する手法や手順を明確にするため，東濃鉱山周

辺の地質環境データによる例題演習を実施，実施期間は 2000 年 12 月 14 日～2001 年 3 月

15 日 153)  
・平成 5（1993）, 6（1994）年に開発された間隙水圧計測システムの補修・整備及び部品の一

部について追加製作を実施し，東濃鉱山北延 NATM 坑道（西側）から鉛直上向きに掘削され

た 00SI-01 孔に設置 43)  
・北延 NATM 坑道における双設坑道安定性評価試験に先駆けて，離隔距離（1.5m, 3.0m, 4.5m, 

6.0m, 7.5m）の異なる双設坑道をモデル化して 2 次元解析を実施 67) 
・東濃鉱山において実施した 4 本の鉛直ボーリング孔での AE 法と水圧破砕法による初期応力

測定の結果を用いて，地形，地質構造，断層の影響を評価するために，3 次元的な応力状態

の評価解析を実施 94) 
・3 次元的な初期応力状態の評価方法の研究として，00SE-03 孔で水圧破砕試験を行い，この

結果と，これまで 99SE-02 孔，TM-1 孔，TM-2 孔及び 98SE-01 孔で行われた水圧破砕試験

の結果とを比較検討 95)  
・初期応力状態の評価手法に関する研究の一環として，東濃鉱山用地内に位置する 00SE-03 孔

を対象にボアホールテレビジョン装置による孔内壁面観察を実施 96) 
・資源環境技術総合研究所との共同研究として，東濃鉱山の堆積岩（明世累層）を用いて 3 軸

応力下での AE 法及び DRA による応力値の推定を実施 102) 
・岐阜県東濃鉱山及び神岡鉱山を活用して，平成 8（1996）年度から平成 12（2000）年度に実

施した「陸域地下構造フロンティア研究」第 1 フェーズの研究成果を取りまとめ 139) 
・東濃地科学センターが実施した環境調査の測定データと比較するため，平成 12（2000）年度

 

 

め，渇水期（冬季）における湧水点を確認，作業期間は 2000 年 2 月 2 日～3 月 14 日 41) 
・東濃鉱山等で 1989 年以来取得してきた気象観測データと他機関による気象観測データとを

比較し，データの信頼性の検証と水収支法に適する降雨量の設定方法を検討し，欠測のため

算定されていなかった 1998 年度の蒸発散量を補完，業務実施期間は 2000 年 2 月 2 日～3 月

16 日 149) 
・北延 NATM 坑道で劣化状況調査中の孔径の異なる（76, 86, 116, 146, 200mm）水平孔 5 本

（99SI-01～05 孔）及び北延 NATM 坑道の既存の水平ボーリング孔（MA-3 孔, 98SI-04～
05 号孔）の崩壊形状を計測，計測作業期間は 2000 年 3 月 13～15 日 100) 

・「日本のウラン資源 1)，日本のウラン資源（Ⅱ）2)」及び「東濃とその周辺地域のウラン資源

（PNC TN 7420 95-005, 1995 年 9 月）」に記載している岐阜県東濃地域の試錐探鉱に係わ

る記録集の一部として，東濃鉱山及び正馬様用地内で採鉱技術開発として掘削した坑内試錐

（1～12 号，Rn1～5 号）及びインプレースリーチング試験用試錐（坑内 1～9 号，AI1～12
号）の試錐検層柱状図などを取りまとめ製本し収録したものを発刊 8) （「東濃とその周辺地

域のウラン資源（PNC TN 7420 95-005，1995 年 9 月）」は JOPSS で公開されていない） 
・平成 5（1993）年，6（1994）年に開発された間隙水圧計測システムの補修・整備及び部品の

一部追加製作を実施し，東濃鉱山北延 NATM 坑道（西側）から掘削された 99SI-06 孔及び

99SI-07 孔に設置 42) 
・月吉断層の 3次元的な形状と断層による地下水流動への影響の解明を目的に，英国の Natural 

Environment Research Council（英国自然環境研究会）に委託し，東濃鉱山とその周辺のボ

ーリングコアの記載と試料採取を実施 44) 
・3 次元的な初期応力状態の評価方法の研究のため，東濃鉱山敷地内の地表から掘削された

99SE-02 孔において水圧破砕法による初期応力測定を実施 92)  
・東濃鉱山領域を例として実施している初期応力状態の評価手法に関する研究の一環として，

99SE-02 孔から採取されるボーリングコアを利用して，鉛直方向及び水平方向の初期応力状

態を，AE 法を用いて測定 93) 
・資源環境技術総合研究所とサイクル機構は平成元（1989）年度から共同研究を実施しており，

平成 10（1998）年度からの第 4 フェーズとして，初期応力状態や 2 次応力状態の計測・評

価手法などについて検討，平成 11（1999）年度は，東濃鉱山の地表から掘削した深度約 200m
のボーリング孔において，AE 法，DRA による 3 次元初期応力測定及び AE 法と水圧破砕法

による初期応力測定を実施 107) 
・東濃鉱山における調査研究試験の平成 11（1999）年度及び平成 12（2000）年度の計画を，

取りまとめ 128,129)  
・東濃鉱山における調査研究試験の平成 11（1999）年度に実施した内容及び成果を，取りまと

め 130) 
・東濃鉱山の新第三紀堆積岩で測定されたデータに基づいて不均質連続体モデルを構築し，多

孔質岩盤モデルによる核種移行評価手法とその評価に活用 146) 
・東濃鉱山の第三紀堆積岩中の地下水に関して，地下水の起源と地下水-岩石反応の進展を考慮

した地球化学平衡モデルをもとに，地下水水質のモデル化を試行 147) 
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の環境調査を実施 174) 
 
2001 年度 
・ある領域内の数箇所の試錐孔で得られた初期応力測定結果及びその領域の 3 次元地質構造に

基づき，3 次元領域内の初期応力分布を評価し得る解析手法の確立を目的とし，東濃鉱山，

正馬様用地，釜石鉱山を研究対象領域として，外部専門家による研究委員会を設立し，平成

13（2001）年 12 月 19 日から資源・素材学会への委託研究を開始 97)  
・平成 12（2000）年度より開始した双設坑道安定性評価試験について，平成 13 年度は，新規

坑道を掘削した場合の周辺岩盤への影響について予測解析を実施し，塑性領域の発生を考慮

して，新規坑道と既存坑道の離間距離を 2.0m 及び 3.0m とし，事前調査，坑道掘削及び掘削

中の調査，事後調査及び取りまとめの計画案を策定 68) 
・平成 8（1996）年度から開発した深度 1000m 対応の応力解放法による初期応力測定プロー

ブを測定孔の孔底に運搬し，孔底にて切り離す装置を設計・製作し，北延 NATM 坑道に掘削

した HQ ボーリング孔の深度 13.5m，18.2m 及び 19.4m において原位置適用試験を実施 121) 
・平成 10（1998）年 10 月に策定した「東濃鉱山における調査試験研究基本計画書」に基づき， 

2001 年度に実施する調査試験研究計画の詳細を示す計画書を策定 131) 
・「東濃鉱山における調査試験研究基本計画書」及び「東濃鉱山における調査試験研究年度計画

書（平成 12 年度）」に基づき，2000 年度に実施した各調査試験研究の実施内容及び成果を取

りまとめ 132) 
 
2002 年度 
・平成 13 年（2001）年 12 月 19 日から開始した東濃鉱山等を研究対象領域に 3 次元領域内の

初期応力分布を評価し得る解析手法の確立を目的とした資源・素材学会への委託研究につい

て，平成 14（2002）年度は，平成 14（2002）年 9 月と 12 月及び平成 15（2003）年 1 月

に，それぞれ 1 回ずつ外部専門家による研究委員会を開催 98) 
・2003 年 1 月 6～10 日の現場計測期間で，比誘電率等に関する情報を得るために，第 2 計測

坑道において孔間連続波レーダー計測を，NATM 坑道において地表連続波レーダー計測を実

施 117)  
・東濃地科学センターで実施している地層科学研究に関し，2000 年 1 月～2002 年 3 月の間の

公開文献を対象に，公開文献リストを作成 135) 
・ワイヤラインタイプのプローブ運搬・切り離し装置を開発し，02SE-04 号孔において深部岩

盤における初期応力測定プローブの原位置適用試験を実施 122) 
・2002 年度に実施する調査試験研究計画の詳細を示す計画書を策定 133) 
・東濃鉱山とその周辺域において実施している調査試験研究の 2001 年度に得られた主な成果

の概要を取りまとめ 134) 
 
2003 年度 
・2003 年 4 月まで 15 年以上にわたって得られた東濃地域の地下水，表層水，天水の地球化学

JAEA-Review 2022-006

- 34 -



 

 

特性データ約 350 試料分についてまとめたデータ集を作成 155) 
・2003 年 9 月～2004 年 2 月の作業スケジュールで，東濃鉱山をモデル化して，瑞浪超深地層

研究所のために開発した避難ルート検索システムと基本機能の検証を実施 184) 
・3 次元領域内の初期応力分布を評価し得る解析手法の確立を目的とした資源・素材学会への

委託研究の最終年度として，平成 15（2003）年 9 月と 11 月及び平成 16（2004）年 1 月に

研究委員会を開催 99) 
・通気管理を行うため坑内 5 箇所で連続観測しているサーミスタ風速計の測定値から平均風速

を求めるための位置校正係数を評価するため，2003 年 10 月 31 日～2004 年 1 月 23 日の間，

本延坑道 160m において同一断面上に配置した 38 測点で風速測定を行い，その結果を統計

処理して風速の分布を解析し，同地点での位置校正係数を評価 164)  
・2004 年 1 月 14 日～2004 年 3 月 10 日の業務期間で，地震活動等に伴う岩盤内の水理変化を

解明することを目的に，東濃鉱山及びその周辺の試錐孔を利用した地下水観測及び地殻変動

観測データの整理・解析等を実施 154) 
・2004 年 3 月 12 日までの実施期間で，電磁波を用いた原位置計測結果を評価する基礎データ

を得るため，NATM 坑道で掘削した試錐孔のコアを用いて室内比誘電率計測を実施 118) 
・2004 年 3 月 12 日の実施期間で，不飽和領域調査手法の検討のため，NATM 坑道において孔

間連続波データ，坑道壁面近傍の間隙水圧計測を実施 119)  
・北延 NATM 坑道においてパッカー式プローブを用いた TDR による比誘電率計測を実施 120) 
・北延 NATM 坑道周辺の堆積軟岩に掘削した裸孔の水平試錐孔において観察された孔壁崩壊

現象のメカニズムの研究を実施 101) 
・東濃鉱山内の 02SE-04 孔において，初期応力測定プローブの原位置適用試験を実施 123) 
・2003 年度に実施する調査試験研究計画の詳細を示す計画書を策定 136) 
・東濃鉱山とその周辺域において実施している調査試験研究の 2002 年度に得られた主な成果

の概要を取りまとめ 137) 
・1988 年以降の北延 NATM 坑道や第 2 立坑で行った坑道掘削影響試験等で取得した瑞浪層群

堆積岩の物理・力学特性に関するデータを取りまとめ 156) 
 
2004 年度 
・東濃鉱山とその周辺域において実施している調査試験研究の最終年度となる 2003 年度に得

られた主な成果の概要を取りまとめ 138) 
・広域地下水流動研究の東濃鉱山流域等での表層水理観測において，2001～2003 年度に得ら

れたデータについて欠測や異常値を示すデータの補正・補完を行い，補正・補完前後のデー

タをデータ集として取りまとめ 157) 
 
2006 年度 
・平成 18（2006）年 10 月 19, 20 日に岐阜県瑞浪市で開催した「平成 18 年度東濃地科学セン

ター地層科学研究情報・意見交換会」で，第 2 次取りまとめ以降の東濃鉱山における調査試

験研究の経緯をポスター発表 10) 

 

 

の環境調査を実施 174) 
 
2001 年度 
・ある領域内の数箇所の試錐孔で得られた初期応力測定結果及びその領域の 3 次元地質構造に

基づき，3 次元領域内の初期応力分布を評価し得る解析手法の確立を目的とし，東濃鉱山，

正馬様用地，釜石鉱山を研究対象領域として，外部専門家による研究委員会を設立し，平成

13（2001）年 12 月 19 日から資源・素材学会への委託研究を開始 97)  
・平成 12（2000）年度より開始した双設坑道安定性評価試験について，平成 13 年度は，新規

坑道を掘削した場合の周辺岩盤への影響について予測解析を実施し，塑性領域の発生を考慮

して，新規坑道と既存坑道の離間距離を 2.0m 及び 3.0m とし，事前調査，坑道掘削及び掘削

中の調査，事後調査及び取りまとめの計画案を策定 68) 
・平成 8（1996）年度から開発した深度 1000m 対応の応力解放法による初期応力測定プロー

ブを測定孔の孔底に運搬し，孔底にて切り離す装置を設計・製作し，北延 NATM 坑道に掘削

した HQ ボーリング孔の深度 13.5m，18.2m 及び 19.4m において原位置適用試験を実施 121) 
・平成 10（1998）年 10 月に策定した「東濃鉱山における調査試験研究基本計画書」に基づき， 

2001 年度に実施する調査試験研究計画の詳細を示す計画書を策定 131) 
・「東濃鉱山における調査試験研究基本計画書」及び「東濃鉱山における調査試験研究年度計画

書（平成 12 年度）」に基づき，2000 年度に実施した各調査試験研究の実施内容及び成果を取

りまとめ 132) 
 
2002 年度 
・平成 13 年（2001）年 12 月 19 日から開始した東濃鉱山等を研究対象領域に 3 次元領域内の

初期応力分布を評価し得る解析手法の確立を目的とした資源・素材学会への委託研究につい

て，平成 14（2002）年度は，平成 14（2002）年 9 月と 12 月及び平成 15（2003）年 1 月

に，それぞれ 1 回ずつ外部専門家による研究委員会を開催 98) 
・2003 年 1 月 6～10 日の現場計測期間で，比誘電率等に関する情報を得るために，第 2 計測

坑道において孔間連続波レーダー計測を，NATM 坑道において地表連続波レーダー計測を実

施 117)  
・東濃地科学センターで実施している地層科学研究に関し，2000 年 1 月～2002 年 3 月の間の

公開文献を対象に，公開文献リストを作成 135) 
・ワイヤラインタイプのプローブ運搬・切り離し装置を開発し，02SE-04 号孔において深部岩

盤における初期応力測定プローブの原位置適用試験を実施 122) 
・2002 年度に実施する調査試験研究計画の詳細を示す計画書を策定 133) 
・東濃鉱山とその周辺域において実施している調査試験研究の 2001 年度に得られた主な成果

の概要を取りまとめ 134) 
 
2003 年度 
・2003 年 4 月まで 15 年以上にわたって得られた東濃地域の地下水，表層水，天水の地球化学
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・陸域地下構造フロンティア研究プロジェクトとして，1996 年 6 月から 2006 年 3 月まで東濃

地科学センターが主体となって行ってきたアクロス研究について，東濃鉱山のテストサイト

で行われた様々な研究を中心に紹介した成果報告書を発行 142) 
・東濃鉱山では平成 15（2003）年度で鉱業活動が終了したことから，原子力機構の中期計画

（平成 17（2005）年度～平成 21（2009）年度）に従い閉山措置に関する計画を検討し，そ

の内容について取りまとめ 185) 
・閉山措置の一環として，坑道，捨石集積場及び鉱業廃棄物埋立場の措置に伴い行った線量計

算の技術的な妥当性を検討していただくため，外部有識者による「東濃鉱山安全性評価検討

委員会」を設置 186) 
 
2012 年度 
・東濃鉱山閉山措置計画について，施設・設備の具体的措置内容に関し実施計画を作成 187) 
・閉山措置に伴う周辺環境への影響の検討の一環として，捨石集積場の捨石，鉱業廃棄物埋立

場の鉱業廃棄物，坑道に充填する鉱石と捨石に起因する一般公衆の被ばく線量を検討 188) 
 
2013 年度 
・2011 年 2 月 23 日から 2012 年 1 月 18 日の間に 6 回行われた「東濃鉱山安全性評価検討委

員会」の会議資料を取りまとめ 186) 
・東濃鉱山の閉山措置に関連する技術的事項及び周辺環境のモニタリング状況について審議検

討を行うため，「東濃鉱山閉山措置技術検討委員会」を設置 189) 
 
2016 年度 
・平成 22（2010）年 4 月から平成 27（2015）年 3 月までの第 2 期中期計画期間に実施した廃

止措置技術開発と原子力施設の廃止措置の結果に関する報告書に，東濃鉱山について記載 190) 
 
2021 年度 
・2013 年 7 月 16 日から 2020 年 2 月 7 日の間に 8 回行われた「東濃鉱山閉山措置技術検討委

員会」の会議資料を取りまとめ 189) 
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・陸域地下構造フロンティア研究プロジェクトとして，1996 年 6 月から 2006 年 3 月まで東濃

地科学センターが主体となって行ってきたアクロス研究について，東濃鉱山のテストサイト

で行われた様々な研究を中心に紹介した成果報告書を発行 142) 
・東濃鉱山では平成 15（2003）年度で鉱業活動が終了したことから，原子力機構の中期計画

（平成 17（2005）年度～平成 21（2009）年度）に従い閉山措置に関する計画を検討し，そ

の内容について取りまとめ 185) 
・閉山措置の一環として，坑道，捨石集積場及び鉱業廃棄物埋立場の措置に伴い行った線量計

算の技術的な妥当性を検討していただくため，外部有識者による「東濃鉱山安全性評価検討

委員会」を設置 186) 
 
2012 年度 
・東濃鉱山閉山措置計画について，施設・設備の具体的措置内容に関し実施計画を作成 187) 
・閉山措置に伴う周辺環境への影響の検討の一環として，捨石集積場の捨石，鉱業廃棄物埋立

場の鉱業廃棄物，坑道に充填する鉱石と捨石に起因する一般公衆の被ばく線量を検討 188) 
 
2013 年度 
・2011 年 2 月 23 日から 2012 年 1 月 18 日の間に 6 回行われた「東濃鉱山安全性評価検討委

員会」の会議資料を取りまとめ 186) 
・東濃鉱山の閉山措置に関連する技術的事項及び周辺環境のモニタリング状況について審議検

討を行うため，「東濃鉱山閉山措置技術検討委員会」を設置 189) 
 
2016 年度 
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付録 写真 

 
Ⅰ：鉱山施設・設備（Photo.1 ～ Photo.27） 
Ⅱ：ウラン探鉱（Photo.28 ～ Photo.32） 
Ⅲ：地層科学研究（Photo.33 ～ Photo.42） 
  

JAEA-Review 2022-006

- 49 -



This is a blank page. 



This is a blank page. 

 

 

Ⅰ：鉱山施設・設備 
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Photo.1 東濃鉱山の空撮写真（2008 年 3 月，西から撮影されている。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.2 沈殿池付近から見た調査立坑やぐら，鉱山管理棟，捨石集積場等 
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Photo.3 コンクリートかん止提から見た沈殿池，鉱業廃棄物埋立槽，倉庫等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.4 調査立坑前から見下ろした旧鉱山事務所，沈殿池等  

（Photo.2,3 より前の時期） 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.1 東濃鉱山の空撮写真（2008 年 3 月，西から撮影されている。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.2 沈殿池付近から見た調査立坑やぐら，鉱山管理棟，捨石集積場等 
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Photo.5 捨石集積場（集積量が最大の時期，平成 4（1992）年 5 月 11 日の記載あり） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.6 立坑ケージ 

 

(a) 坑口 (b) 坑底 
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Photo.7 調査立坑・中段ポンプ座 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.8 本延坑道 

（m 数は立坑からの坑道延長（距離）。本延 30m には鉱車の回転台がある。） 

(a) 本延 10m (b) 本延 30m 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.5 捨石集積場（集積量が最大の時期，平成 4（1992）年 5 月 11 日の記載あり） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.6 立坑ケージ 

 

(a) 坑口 (b) 坑底 
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Photo.9 第 2 立坑と連絡している上盤連絡坑道入口の風門 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.10 上盤連絡坑道 
（手前が第 2 立坑，奥が本延坑道方向。坑道の大きさは第 2 立坑側が大きい。） 
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Photo.11 本延坑道の土岐市と瑞浪市の市境  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.12 北延上盤坑道の見学坑道 
（右上部にある白いライトは紫外線ライトで，普通の照明を消し紫外線を当てると， 
 鉱石部分は蛍光を発し光って見えた。左側に見えるブルーの機器は放射線測定器。）  

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.9 第 2 立坑と連絡している上盤連絡坑道入口の風門 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.10 上盤連絡坑道 
（手前が第 2 立坑，奥が本延坑道方向。坑道の大きさは第 2 立坑側が大きい。） 
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Photo.13 北延上盤坑道で見られた月吉断層 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.14 斜坑（右手が斜坑。左手に行くと本延坑道。鉱車が置かれている。） 
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Photo.15 斜坑巻上機（奥に見えているのは第 2 変電設備） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.16 主要扇風機 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.13 北延上盤坑道で見られた月吉断層 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.14 斜坑（右手が斜坑。左手に行くと本延坑道。鉱車が置かれている。） 
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Photo.17 通気立坑 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.18 周辺監視区域境界（白い箱は放射線モニタリング用の百葉箱） 
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Photo.19 立坑ケージへの鉱車搬入 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.20 坑道掘削の様子 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.17 通気立坑 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.18 周辺監視区域境界（白い箱は放射線モニタリング用の百葉箱） 
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Photo.21 ロードヘッダーによる積み込み 

(a) ズリをすくい取る様子 

(b) ロードヘッダー 
（坑道掘進時に用いる積み込み機。

前方にバケットがある。） 

(c) ズリを鉱車に積み込んでいる様子 
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Photo.22 はつり（浮石の除去） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.23 支保工の建て込み 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.21 ロードヘッダーによる積み込み 

(a) ズリをすくい取る様子 

(b) ロードヘッダー 
（坑道掘進時に用いる積み込み機。

前方にバケットがある。） 

(c) ズリを鉱車に積み込んでいる様子 
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Photo.24 第 2 立坑坑口部掘削 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.25 第 2 立坑坑口部掘削（やぐら設置前。左手は昇降用階段。） 
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Photo.26 第 2 立坑掘削工事やぐら（1990 年 11 月 14 日の日付） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.27 第 2 立坑坑内 
（スカフォードから上方を見ている。中央の円柱状のものは工事用エレベーター。） 

  

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.24 第 2 立坑坑口部掘削 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.25 第 2 立坑坑口部掘削（やぐら設置前。左手は昇降用階段。） 
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Ⅱ：ウラン探鉱 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.28 東濃探鉱事務所（開所（昭和 40（1965）年）当時） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.29 中部探鉱事務所（昭和 42（1967）年，土岐市肥田町浅野に移転） 
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Photo.30 国道 21 号線定林寺露頭 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.31 国内探鉱での地質踏査 

 

 

 

Ⅱ：ウラン探鉱 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.28 東濃探鉱事務所（開所（昭和 40（1965）年）当時） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.29 中部探鉱事務所（昭和 42（1967）年，土岐市肥田町浅野に移転） 
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Photo.32 月吉鉱床での試錐調査 

 
Ⅲ：地層科学研究 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.33  AN-1 号孔の掘削開始 
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(a) パッカーのボーリング孔への挿入作業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 測定状況 
 

Photo.34 坑外ボーリングでの MP システムによる地下水の採水 26) 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.32 月吉鉱床での試錐調査 

 
Ⅲ：地層科学研究 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.33  AN-1 号孔の掘削開始 
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(a) パッカーのボーリング孔への挿入作業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 測定状況 
 

Photo.35 北延 NATM 坑道での低圧ルジオン試験 63) 
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(a) 測定部 81) （第 2 立坑第 1 計測坑道） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) ボーリング孔への設置状況 113) 
 

（b,c は北延 NATM 坑道）      
(c) パッカー部 113) 

Photo.36 水理学的ゆるみ領域透水計測 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) パッカーのボーリング孔への挿入作業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b) 測定状況 
 

Photo.35 北延 NATM 坑道での低圧ルジオン試験 63) 
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Photo.37 坑内採水作業（準備作業中） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.38 地下水水質連続モニタリング装置 108) 
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Photo.39 北延 NATM 坑道での応力測定 50) 

（奥に見える試錐機で，水平に向かって右方向に，ボーリングを行って測定する。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.40 連続波レーダーによる不飽和領域の計測 117) 
（北延 NATM 坑道でのプロファイル測定） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.37 坑内採水作業（準備作業中） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.38 地下水水質連続モニタリング装置 108) 
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Photo.41 第 2 立坑底でのボーリング調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Photo.42 第 2 立坑第 1 計測坑道でのボーリング調査 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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